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属
に
お
け
る
関
連
政
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の
分
析
嶺
｛ハ
学
筆者は、さきに（第二一巻一二一号、一一一・四号）交渉的労使関係の事例として、全国金属労働組合ａ支部とＡ社の
間の職場レベルの労使関係について分析と叙述を行った。その分析の枠組についてても別に述べる（．「職場における
労使関係』昭和五一年）。ところで、Ａ社ｌａ支部の関係は、組織された金属機械産業分野はもちろん、そのうち、
全
国
金
属
に
組
織
さ
れ
た
部
分
の
状
況
を
代
表
し
て
い
る
と
は
必
ず
し
も
言
え
な
い
。
前
稿
で
は
、
ａ
支
部
が
、
全
国
金
属
の
拠
点
で
あ
り、また、支部として、中央の方針の実現に努めていることから、個別的な特徴とともに一般的傾向があらわれてい
る
も
の
と
期
待
し
た
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
事
例
に
お
い
て
、
個
別
的
な
特
徴
は
、
産
業
の
技
術
的
性
格
と
競
争
状
態
、
個
別
資
本
お
よ
び
労
働
組
合
の
政
策
、
個
別
労
使
関
係
の
歴
史
的
事
情
な
ど
を
反
映
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
全
国
金
属
の
、
当
面
の
問
題
に
関
す
る
一
般
的
方
針
と
そ
の
背
景
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
Ａ
社
Ｉ
ａ
支
部
と
は
業
穂
や
歴
史
を
異
に
す
る
事
例について、これと対比しつつ検討を加えることとした。詳細なデータを直接入手したのは、Ｃ支部（中規模の軽砿
気）とｄ支部（大規模な産業用機器）であるが、このほか、大原社会問題研究所「金属機械労働者実態調査」（七一一
年
九
’
二
月
）
に
伴
っ
て
収
集
さ
れ
て
い
た
、
全
国
金
属
の
約
二
○
の
支
部
の
資
料
を
参
照
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
全
国
金
属
の「金属労働資料」（資料と略す）は、関連の問題について、組合にとっての先進的事例を紹介しているため便利で
あ
っ
た
し
、
ま
た
中
央
本
部
の
Ｆ
氏
、
東
京
地
方
本
部
の
Ｎ
氏
か
ら
も
協
力
を
得
た
。
全国金属は産業別労働組合を標傍しており、統一要求、統一闘争の政策や、困難な支部の争議に対する企業を超え
た
長
期
継
続
的
な
支
援
活
動
に
お
い
て
、
他
の
産
業
別
組
織
に
比
較
し
て
、
産
業
別
の
労
働
者
の
連
帯
性
は
強
い
と
み
て
よ
い
で
あ
ろ
う。他面、多数の業種の中小企業労働者を組織し、それぞれ経済的、経営的条件が著しく異なり、支部の組織と運営
職場レベルの諸問題の処理方式
六
四
考察した。
（１）
の実態にｊｂ幅があり》支部（単位組織）は、きわめて大きな自治の権限を９℃っている。以下の分析では、組織全体の
方針と、支部ごとの違いにもふれるが、これは、この組織の政策の不徹底というよりは、各種の条件下にある支部の
自主性の尊重の結果でもある。中央集権化と官僚化を避け、一般組合員の意思と行動力を尊重することが、この労働
組合の一貫した姿勢であってみれば、個々の問題について、かなり異なった政策がとられることがありうる。
「合理化」対策と組織防衛・強化のために、職場の組織化と日常活動の強化が全国金属として日程に上るが、本稿
ではこれらの事情について、最初に概観する（一、一一、四）。団体交渉と争議行為によって、諸問題を解決する姿勢・
は
、
個
別
企
業
の
労
使
関
係
が
動
揺
す
る
時
期
Ｉ
人
員
整
理
工
場
移
転
な
ど
Ｉ
に
あ
ら
わ
れ
、
同
じ
方
針
が
職
場
問
題
に
も
貫
か
れる。このような観点から、簡単にこの事情にふれた（三）。五項以下で職場問題の諸側面について、支部の差異にも
注目しつつ分析した。職場は経営の末端に位置し、同じ管理者・監督者のもとに構成員を統合した単位であって、下
級職制を通じて配置、残業、人事考課等の日常的運営が行なわれる。一方、支部は職場問題の重要な部分に交渉的な、
姿勢で関与してきた。最後に、以上の叙述分析をまとめ、「職場」の概念とこれをめぐる労組の対応の特徴について
（注）
（１）中林賢二郎氏は、全国金属の組織方針の発展につく産業別単一組織化の課題が、「ほぼ解決され」てから、産業再編
成、資本の攻繋に対処するため、支部組織の強化が課題となったものと把握している。（大原社会問題研究所『金属産業
労働組合の組織と活動』（昭和四五年））本稿は、右の方針の変化が生じた以降を中心に扱っている。
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六五
「合理化」をどのように理解するかは、労働組合の基本姿勢（路線、イデオロギー）と深く関っている。同盟系組
合では、合理化を近代化、技術進歩として、オプティミスティックにうけとり、これを支持・推進する傾向が強い。
そして、解雇その他の労働者に不利な条件に対しては、協議により適切な対応策を見出し得るとしてきた。高度成長
と労働力不足の下では、雇用問題が深刻化することはなく、耐えがたい不利な条件が予想されれば、労働者は転職す
ることも概して安易であった。また、作業条件が変化しても、他方では賃金が上昇するなどの改善がみられた。そこ
で、「合理化」に伴う矛盾が意識され、表面化するとは限らなかった。
さて、全国金属の「合理化」に対する理解は、階級的立場に立つものである。階級的視点に立つ「合理化」理解に
も
、
対
立
が
あ
る
が
、
労
働
組
合
と
し
て
、
種
々
の
思
想
傾
向
の
組
合
員
を
擁
し
て
い
る
た
め
に
、
階
級
闘
争
的
な
立
場
の
う
ち
い
ず
れ
に立つかは明確とはいえない。全国金属が編集している、組合員学習のための教科書『社会のしくみと労働組合」
（
昭
和
四
六
年
）
お
よ
び
そ
の
用
語
辞
典
で
あ
る
『
金
属
労
働
者
の
学
習
辞
典
』
で
は
、
以
下
の
よ
う
に
理
解
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
「資本主義の全般的危機の段階で、資本家階級が最大限利潤を手に入れ、支配を固めるために労働者に対して行なう
、
、
、
、
超過搾取の方法」が「合理化」である（傍点筆者）。傍点の一一一カ所は、「合理化」が、資本家階級の利潤獲得のための
も
の
で
あ
る
こ
と
ｌ
単
な
る
機
械
化
や
進
歩
と
区
別
さ
れ
る
Ｉ
、
現
代
の
資
本
主
義
の
下
に
お
け
る
も
の
で
あ
る
こ
と
ｌ
国
家
の
諸政策の果す役割が大きいｌ、労働強化などの不合理な経営が行なわれることｌ機械化以外の管理技術の採用
思想変容のための政策ｌなどを含意している．また、戦後の「合理化」は、国際的な生産性向上運動の一環として
職場レベルの諸問題の処理方式
「合理化」の理解と取組ゑ
一ハーハ
行なわれているとしている。一方また、技術進歩諺機械の発達とその資本主義的利用を区別する必要を認めるが資本
主義の下では、必ず労働者に不利な影響を及ぼすと論じ、。へシミスティックな見解に徹している。最近の日本の「合
理化」については、国の政策との結びつき、工学的技術革新と並ぶ管理技術と能力主義的労務管理の普及、行動科学
的な管理方式の採用の三つの側面があるとみなして、具体的に紹介している。最近の日本の「合理化」をこのように
理解すると、労働組合の反合理化政策も、ある程度明らかになる。まず国の諸政策の性格を明らかにし、批判の活動
を行なうこと。これは対政府活動（政府与党案に反対し、制度の改善要求を行なう）となる。次に、生産性向上運動
の担い手である日本生産性本部とその提唱する政策（成果配分・労使協議制等）の批判を行なうこと。これは、中央
本部が黒川俊雄氏と協力して検討した『日本生産性本部』にまとめられているが実践的には、支部が個別資本の提起
する個々の労務管理政策を、階級的立場で把握し批判することになろう。個々の管理方式（教育訓練、職務給、経営
参加等）の役割の理解は、批判的労務管理論にもとづくものである。
右のような、「合理化」の理解が大筋では共通しているとしても、日常的な問題に当面している支部レベルでは、
「合理化」について種々のニュアンスでうけとっている。収集した事例らかみると、第一のタイプとして、資本主義
の下での新機械の導入、資本のなんらかの管理の変更は、利潤の増大を目指すものであるから、必ず労働者に有害で
あるとみなしていると解されるものである。論理的には、技術進歩・機械化と合理化は区別されるが、実際的には区
別は否定される。例えば、Ｔ支部のある文書では次のように述べる。
「合理化に対する再認識（として）、㈹資本主義社会に於ける合理化とは搾取のための形態である。
何結果に闘うよりも原因に閾え
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七
職場レベルの諸問題の処理方式
六八
㈹職場の変化に敏感に対処し一人ひとりが反合の闘争の主役となれ」（七一秋闘・年末闘争の総括の一部）
Ｔ支部は六五年に組織破壊に当面し、六七年に第二組合の幹部を追放して、組織統一に成功している。右の文章は
短くて、筆者の読み込みがあるかもしれないが、資本の手段を選ばぬ攻撃に対応してきた当時の経験からいっても、
資本のすべての新しい動きが、労働者にとって警戒を要するものとされるのは理解できるところである。ここでは、
資本の政策を事前に知り、実力を背景に拒否することが支部の対策となる。組織攻撃に耐え抜いた実力から、この態
度は現実的でありえたと解される。
一方、ｃ支部のある文書は、次のような方針を掲げている。
「組合は合理化の被害に対して闘うことが労働組合の本来の任務であると考える。又、合理化の被害に対し、労働
組
合
は
資
本
と
一
緒
に
な
っ
て
責
任
を
負
う
立
場
に
は
立
た
な
い
と
い
う
基
本
的
態
度
を
明
ら
か
に
す
る
」
（
ｃ
支
部
、
昭
和
四
五
年
、
組
合
は
資
本
と
壷
定期大会議案書）
この文書はさらにこの立場で、具体的には職場交渉、事前協議制を具体的活動として提起していた。この支部は翌
年および翌々年、大規模な人員整理に当面し、昭和四七年の三ヵ月に及ぶ闘争を闘い抜き、その後、組合の発言力が
著しく高まったが、「合理化」についての理解は、同じであると考えられる。この方針では、資本の経営活動の自由
を認め、組合はこれに関与しないが、それに伴う労働者への悪影響は、監視し規制するものである。資本のある政策
は拒否し、他の政策は修正し、また別の政策は容認するという対応になろう。いったん受け入れた政策も日常的な問
題が生じれば、修正や廃止を交渉していくことになる．別稿釧支部の基本的方針も、ほぼ厳格にｌ安全問題などは
例
外
で
あ
っ
た
ｌ
こ
の
線
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
．
さらに、ｄ支部の指導者たちは、注文生産で重量物を扱うＨ工場について、工場内の合理化が、ほとんど例外なく
労働の負担を軽減し、熟練の習得を容易にしたと評価し、新技術の導入を歓迎する態度を示している。例えば、①工
作機械では、古い機械も専用機化することにより、ハンドル操作からボタンによる操作になり、作業が簡単になっ
た、②ならい装置では労働が軽減された、③大型のＮＣ工作機では作業が容易になり、所要経験年数が低下し、代替
により休暇がとりやすくなった、など、労働者にとって有利な変化があったという。なお、やや古いことであるが、
昭和三五年から大型機械について、交替制が行なわれるようになり、この勤務制度は現在に至るまで続いている。新
鋭の高価な機械を、資本は有効に使用しようとしているわけである。溶接についても、手作業が機械化され、さらに
半自動化され、また、溶断用コンパス等が用いられ、作業は容易化した。なお、製缶職場では、職種の分化と組作業
から個人作業への変更があったという。生産管理面では次のような変化が起こった。作業組織は、機種別編成から品
種別編成（工作の順序に専門化した作業機が配置される、）に変った。注文生産であるが、仕様の大要を工場側で指定
して市場生産に近づけ、生産のロットを＋程度とした。工具の集中研磨方式が採用され、熟練工の重要な作業分野が
独立化した。運搬や保管についての能率化として、数多くの変化があった。例えば床面に水平なレールを敷き重量物
がおかれると直ちに加工が可能になるようになった、外注品の受入検査を集中した、八○○○種に及ぶ部品を統一的
に分類整理しリフトを用いて出し入れする新方式を採用した、素材、中間製品のおき方に改善を加えた、などである。
なお、新しい倉庫では、部品を探す時間がなくなった反面、実作業時間が増大した。天井走行クレーンは遠隔操作に
変った。これらについても、労働負担を増大することはなかったというのが、ｄ支部執行委員の判断である。習熟に
多
年
を
要
し
た
技
能
が
無
用
化
し
配
置
転
換
な
ど
の
問
題
を
生
じ
得
る
こ
と
、
個
別
の
作
業
が
軽
減
さ
れ
て
も
一
人
当
り
機
械
持
台
数
や
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六
九
当
支
部
と
し
て
は
、
可
能
な
問
題
か
ら
企
業
の
枠
を
越
え
て
共
闘
し
、
全
国
金
属
の
支
部
と
し
て
そ
の
発
展
の
た
め
努
力
す
る
と
右
の
議案書は述べている。この支部の場合は、工場レベルで、工場の責任者と関連の支部執行委員との間に非公式に、生
産、技術、人事異動について協議があるとはいえ、新機械の導入、レイアウトの変更などについて資本の側の自由裁
量の余地は大きいといわなくてはならない。
しかし、この支部も、「合理化」と直接関連してではないが、組織強化のため職場活動を重視している点は注目す
べきであろう。「職場での地味な日常活動に、なによりも増して組織強化の大きな力となります……」（昭和四九年九
月、定期大会議案書）とある。
実
作
業
時
間
が
増
加
し
た
り
、
変
則
勤
務
が
導
入
さ
れ
た
り
す
る
な
ど
、
労
働
強
化
に
連
な
り
う
る
は
ず
で
あ
る
が
、
こ
の
工
場
で
は
問
題
と
な
っ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
っ
た
。
ｄ
支
部
の
よ
う
な
、
オ
プ
テ
ィ
ミ
ス
テ
ィ
ッ
ク
な
見
解
が
、
全
国
金
属
の
支
部
に
み
ら
れ
る
こ
と
は
、
興
味
の
あ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
少
な
く
と
も
、
次
の
よ
う
な
条
件
が
あ
る
こ
と
は
無
視
で
き
な
い
。
第
一
に
、
こ
の
工
場
は
依
然
として注文生産であり、労働者が自ら作業速度を規制しうる余地があること。これは、この大企業の歴史や知名度、
独自の分野を占有しているため、コスト切下げの圧力が、相対的にｌ競争の激しい中小下請工場などと比較して
ｌ
弱
い
と
推
測
さ
れ
る
こ
と
を
背
鎧
と
す
る
．
第
二
に
、
こ
の
支
部
は
、
全
国
金
属
の
中
央
の
方
針
は
．
大
企
業
従
業
員
組
織
と
し
て
の実態に沿って、具体化されなければならないとしていることである。
「全国金属東京地本では当ｄ支部は最大手支部に属する現状にあり、地本全体としては中小支部がほとんどを占め
て
お
り
、
中
小
中
心
の
運
動
方
針
そ
の
も
の
を
、
そ
の
ま
ま
支
部
に
移
し
て
実
行
す
る
わ
け
に
は
い
き
ま
せ
ん
」
（
昭
和
四
九
年
秋
、
大
ており、・
会議案書） 職場レベルの諸問題の処理方式
七○
全国金属の職場組織強化の政策は、組織攻撃への対応の一環となっている。階級闘争的路線に立つ全国金属でほ、
多くの支部が資本の攻撃をうけてきた。その背景、攻撃と対応の態様は多様である。対応としては、日常的な職場活
動の強化のほか、紛争局面における地域・産業統一組織としての支援、闘争戦術、第二組合および第二組合員対策、
法廷闘争、学習、生活対策などが重要であった。行論の関係上、職場問題に関連する重要な事実を指摘しておく。
第一に、全国金属の組織に対する攻撃は、中小企業にとどまらず、大規模な企業に及んできたが、大規模な組織で
は、職場に基礎をおいた組合組織の確立が特に困難で、攻撃により組織の崩壊を招いた。日産・プリンスの合併に際
するプリンス自工支部の分裂（昭和四○’四一年）と住友重機支部の組織攻撃による大部分の組合員の喪失、第二組
合
の
結
成
（
昭
和
四
七
年
）
は
、
全
国
金
属
の
最
も
大
き
な
支
部
ｌ
歴
史
も
長
い
拠
点
Ｉ
に
お
け
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
ほ
か
に
以
上
の
よ
う
に
、
支
部
の
お
か
れ
た
条
件
に
よ
り
Ｉ
そ
し
て
恐
ら
く
リ
ー
ダ
ー
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
よ
っ
て
ｌ
「
合
理
化
」
の
理
解には微妙な差があるが、これに対する取組みの方向はほぼ共通している、中央の方針では、職場に基礎をおいた日
常的活動を強化して、組織を固め、事前協議により資本の政策を把握し、大きな「合理化」には連帯して反撃するこ
とであるといえよう。組合の職場組織、職場活動は反合理化闘争のための前提となっているのである。金属機械産業
では、技術変化が職場ごとに不均等に行なわれることが多く、多様な変化に迅速に対応するためにも職場活動が重視
さ
れ
る
。
こ
の
立
場
は
、
昭
和
四
○
年
代
に
入
っ
て
全
国
金
属
が
、
職
場
に
闘
う
と
り
で
を
、
と
い
う
方
針
を
打
ち
出
し
て
以
来
、
形
成
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
二
組
織
攻
撃
へ
の
対
応
職場レベルの諸問題の処理方式
七
一
職場レベルの諸問題の処理方式
七二
も、最近数年、組合員一、○○○名規模の数支部が組織攻撃をうけている。ところで、組合員数が多く、事業所が全
国に数カ所あるような中規模以上の組織でほ、格別の努力を払わない限り、一般組合員と執行部の関係が疎遠になり
がちである。プリンス自工支部の場合は、当時新設の村山工場へ選別的な配転が行なわれ、しかも新規採用者が三倍
にも急増したのに加えて、組合運営では、全員大会を代議員大会に代え、中央委員会に権限を与えて能率化してしま
っていた。一般組合員のヒヘルについていえば、「職場に要求を討議する組織はあるが、要求を闘いとる行動組織が
存在していないともいえる」状況であった（資料四四号、昭和四一年四月）。住友重機支部の場合も組合の運営につ
いては、幹部中心で、組合員五、○○○名に対し、中央執行委員六名、中央委員五○名、大会代議員一五○名を中心
に行なわれており、いざという段になって、正直にいって一人が一人の活動家も連れてこられないというのが現実で
す」といった弱体さをもっていた（全国金属『分裂攻撃とのたたかい』昭和四八年）。そこで、一般組合員が、日常活
動に参加し、その組合員大衆の意思を基礎にした組合運営が、組織を守るためにも必要であると認識されるに至った。
職場闘争を労働組合運動の基礎とする方針は、総評組織綱領草案（昭和一一一一一一年）ですでに提起されていたものの、三
池闘争の経験などから、この時期には一般に後退していた。全国金属は、この困難な組織方針を改めて推進すること
になったのである。「職場にとりでを、地域に共闘を、全金属産業に行動の統一を」というスローガンが昭和四二年
の秋闘にあたって掲げられたが、職場にとりでを、という方針はその後も繰り返されてきた。
第二に、最近の組織攻撃では、資本によって系統的教育等を通じて、組合員の思想変革が図られ、全国金属の路線
を否定する思考を広く植えつけようとしているという特徴がある。「職場闘争」を組合活動の基礎とする狙いは、一
般組合員の階級的自覚を高めようとするところにあるから、この資本の動きはきわめて重要である。全国金属中央本
部の分析によれば、住友重機支部に代表される近年の組織攻撃では、下級職制等から始め一般組合員に対し、あらか
じめ系統的な思想変革の働きかけを行ない、全国金属の階級闘争路線に対する批判勢力を養成した。日本生産性本部
によって代表される労使協調、労働生産性向上への協力と成果配分等の考え方と企業意識の強調などが、教育された
思想の内容であると考えられる。これは、全国金属と対立するライバル・ユーーオンの路線であるから、このイデオロ
ギーに同調する層の勢力が強まれば組織動揺はまぬがれ難い。住友重機の場合、会社側の思想改造計画は、一○年近
い期間を通じて系統的に行なわれたが、拍車がかかったのは、組織攻撃の一一年前ぐらいからであった。（資料一○九
号、昭和四八年一月、二七号、同年九月Ⅱ前掲資料集）。教育は数日の研修会などであった。会社が周到、巧妙で
あったとしても、数日の研修やその何回かの繰返しで思想改造ができるところが注目される。昭和四八年の「組織分
（１）
裂対策会議」で佐竹五三九氏は次のように述べた。「自分たちの組合は、階級協調路線か、階級闘争路線を進めてい
るのか、大胆にみつめるべきだと思います。実際はこの両者をミックスしたものが共存しているのではないでしょう
か。組合の力が強いときは八対二ぐらいの割合で、階級闘争路線が強いが、資本の攻撃の強まりのなかでは階級協調
路線の比重が強くなってくると、資本は九がかえをねらい、それがやれないと分裂攻撃をかけてきます。」（資料二
七号、昭和四八年九月）。全国金属のイデオロギーは下部まで十分受け入れられていないという認識であろう。大企
業の下級職制層は、組合員であっても経営末端の機能を分担しており、特別の事情のない限り、従業員意識が強い
か、容易に労使協調イデオロギーを受け入れる傾向があると考えてよかろう。また、一般組合員の意識も、職場外の
生活一般の雰囲気から、階級意議の浸透は容易でないと考えられる。兵庫地本の行なった昭和四八年の意識調査で
は、進展がみられるものの、「労使協調がよい」とする意見と組合無用論がなお回答者の約四割弱を占めている（第
職場レベルの諸川題の処理方式
七
三
第１表会祉と組合の関係についての意識（兵庫地方本部）ある
か
ら
、
春
闘
そ
の
他
の
場
面
で
、
な
お
困
難
で
あ
る
。
教
科
書
の
(％）
昭48年
Ⅱ 職場レベルの諸問題の処理方式
計
組合が強くなって強ブ
労使協調がよい
組合は必要ない
)な交渉を行なう方がよい
問
題
の
処
理
方
式
七四
１表）。地本の調査に加わる積極性のある支部で、全国金属の路線を知っていると推測
さ
れ
る
か
ら
、
実
態
と
し
て
は
協
調
的
態
度
を
示
す
者
が
相
当
あ
る
と
み
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
こ
の
状
態
に
対
す
る
組
合
の
対
策
は
、
学
習
活
動
の
徹
底
で
あ
っ
た
。
ま
ず
活
動
家
教
育
の
た
め
の
教科書（『社会のしくみと労働組合』）が編集され、昭和四六年には、これにより二万人
（組合員の一割）学習計画が立てられた。チューターを養成し、チューターを中心に一
般
の
者
が
班
を
つ
く
り
、
共
同
学
習
す
る
体
系
で
あ
っ
た
。
こ
の
計
画
で
は
、
教
育
活
動
を
労
働
組
合
病
の
基
本
的
任
務
と
考
え
る
こ
と
、
教
育
・
学
習
と
実
践
活
動
と
を
結
び
つ
け
る
こ
と
、
自
分
で
考
え
る
０ ０両一」とを原則としており、東京地本では学習活動を産業別統一闘争として位置づけ、各級
約
川》の鰯攪震鯰》離餓瀦黛繊鵡繩稗一鮮蕊企℃
柵甑られ、また最近、新組合員および一般組合員教育用の『私たちの労働組合』が編集さ
刀回調
Ⅲゆれ、これを用いて、さらに幅広く統一的な教育を行なおうとしている。企業内教育が、
朋尉階層別等に体系的に組織されているのに対抗すべく、全国金属の組合員教育も、実践の
１１
ｊ
辮注中で、組織化されようとしている（第１図）。
資
く
こ
の
よ
う
な
学
習
活
動
が
、
資
本
側
の
働
き
か
け
に
対
し
て
ど
こ
ま
で
有
効
で
あ
っ
た
か
、
評
価
は
一書の内容からすれば、例えば賃金については、マルクス経済学の賃金理論を説いているので
の
場
面
で
、
会
社
側
の
成
果
配
分
の
考
え
方
や
支
払
能
力
に
関
す
る
説
得
に
対
し
て
共
通
し
た
理
解
で
対
抗
で
昭39年
１００
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第１図全国金属の教育体系
題た対
基礎紋Ｔｉｅ 実践的紋育職場レベルの諸問題の処理方式
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０ ０■ 階層別
教青⑧Ｉ 職灘欝獺炎上級 '４ 春闘などの総準習、封捻蝿会④ 野年労働学校、婦人労働学校など
金城労働学卜突く社会のしくみと労働組合〉
（活動家教育）
中級
Ｉ 初級労働学校(一般組合側教育）〈紅､たちのソjllii組合第２部〉初級
Ｌ－－－Ｆ－＝ニーーーーーー＝－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■、－－－－■■－－－－'一'－－－－－．■'－－－－￣￣￣￣
盗料出所「金属労働賓料」Nol34（昭和49年12月）
(江）１二重枠内は，全国金属として制度化されているもの。〈〉内は全国金属発
行のテキスト名。
２④は，調査学校，教宣学校，チューター学校などが実施されている。
３⑧は，各支部段階てりﾐ施されているが，全国金属として統一的な方向は，ま
だ出していない。
きるという報告もある。ｃ支部でほ、反合理
化
闘
争
の
中
で
団
結
を
強
め
、
組
合
員
の
動
揺
を
防
ぐ
た
め
の
一
つ
の
支
え
と
な
っ
た
と
評
価
し
、
ま
た
、
学
習
活
動
の
内
容
よ
り
は
、
共
に
学
ぶ
こ
と
目
体を通じて組合員相互間、幹部と一般組合員
間
の
親
密
さ
が
増
し
た
と
し
て
い
る
。
一方、ｄ支部では、学習活動は行なうが、
それは支部の運営にいわば逐語訳的に反映さ
る
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
態
度
を
と
っ
て
い
る
。
教
科書の内容を理解するにとどめ、実践は正規
の手続によって決めるとする方針をとる。こ
のこと自体は当然であるかもしれないが、実
際には、学習を直ちに具体的な闘争や活動の
根拠として位置づけ、組合員をイデオロギー
の面で強化しようとする態度を暗黙裡に批判
していることになろう。
なお、東京南部地区における初回の学習活動
七五
卿i瀧蝋篭合第１部〉
および支部関係の事項
分
職場レベルの諸問題の処理方式
七六
では、「労働者としての知識や理論を身につけたいという自覚のたかまり」がみられたこと、学習の習慣のなかった労
働者に自学自習の態度が出てきたこと、学習班（’○名前後）による、全員の討議や懇親によって楽しい雰囲気であ
ったことなどが報告されている。組合の教育活動が、資本との対抗にあたりどれほど有効であるか評価はできないと
（２）
しても、右の経験は組合運営に新たな可能性を与えるものとい、えよう。
第三に、分裂させられ、少数派となった全国金属支部では、しばしば不当労働行為、差別、孤立化等の資本の攻撃
にさらされ、あるいは暴力的な抑圧をうけながら、闘争を長期間にわたって続け、いくつかの闘争でほ、第二組合よ
り優れた条件を獲得し、第二組合から組合員の復帰、さらには再統一を実現し、解雇、配転など争点について組合の
要求を貫徹している。ここでは、職場闘争の内包する後述のいくつかの原則が生かされている。この困難な闘争にあ
た
っ
て
と
ら
れ
た
全
国
金
属
各
支
部
の
態
度
は
、
個
別
の
条
件
に
応
じ
た
も
の
で
あ
る
が
、
ま
た
共
通
な
面
も
少
な
く
な
い
。
島
田
理
化
支部の報告では、①中央や地域との連帯を緊密にすること、②第二組合の幹部には対決するが組合員は敵視せず呼び
かけること、③支部の団結強化、④法廷闘争、⑤政策や要求を掲げ、会社や第二組合のいい分を圧倒すること、⑥毎
日
ビ
ラ
を
ま
き
、
大
量
宣
伝
を
行
な
う
こ
と
、
⑦
第
二
組
合
の
矛
盾
を
深
め
る
こ
と
、
が
そ
の
方
針
で
あ
っ
た
。
（
資
料
一
一
七
号
、
昭
和四八年九月）この方針にもとづく活動は成功し、不当労働行為を是正し爾後行なわないことを会社側に約束させる
と
と
も
に
、
賃
金
の
決
定
、
配
転
、
解
雇
に
ほ
組
合
の
了
解
を
要
す
る
こ
と
、
社
員
教
育
の
内
容
に
つ
い
て
も
協
議
す
る
こ
と
を
協
定
し
た
。
（
資
料
二
四
号
、
昭
和
四
八
年
六
月
）
。
島
田
理
化
支
部
の
ケ
ー
ス
で
は
、
全
国
金
属
組
合
員
が
、
東
京
の
本
社
・
工
場
で
従
業
員
五
○
○
人
中
一
○
○
人
、
静
岡
県
島
田
工
場
で
ほ
こ
五
○
人
中
一
四
○
人
程
度
で
、
会
社
全
体
と
し
て
は
少
数
派
で
は
あ
っ
た
が
、
そ
の比率は高く、島田工場ではむしろ多数派であった。しかし、絶対的な少数派に転落しつつ長期間にわたって組織を
守り、戦闘的な姿勢で不当労働行為や差別と闘い、成功をおさめた例も少なくない（日本ロール、金剛製作所、プリ
ンス自工などの諸支部）。金剛製作所支部では問題発生の昭和四○年に組合員八五○名であったものが、最終的には
四名（このほか争議団に一一○名）になったものの、八年半にわたって闘い、被解雇者の原職復帰、解雇時から復職時
までの賃金支払、すべての労働条件についての協議約款を獲得している。この困難な闘争を貫徹した条件は種々あろ
うが、支部の報告の中で次のように述べられている、「……支部が、資本のどのようなあくどい攻撃、脅迫、懐柔に
、
、
、
、
、
、
も屈せず労働者階級の正義の立場をつらぬき『不当解雇撤回、全員の職場復帰」の旗を一貫してかかげ抜いた》」と
（が勝利に導く重要な原因であったこと）です。」「……全体集会を多くひらき、徹底的に、納得のいくまで討議を深
め
た
こ
と
…
…
ま
た
組
合
員
全
員
が
、
た
た
か
い
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
社
会
の
し
く
み
、
資
本
の
本
質
な
ど
、
生
き
た
学
習
と
な
っ
て
、
私
た
ち
の
た
た
か
い
の
重
要
性
、
労
働
者
階
級
の
歴
史
的
使
命
を
身
に
つ
け
て
、
団
結
を
深
め
ま
し
た
。
」
（
資
料
二
七
号
、
昭
和
四
九
年
一
月
。
そ
の
ほ
か
、
資
料
七
七
号
、
二
九
号
に
経
過
が
あ
る
）
八
年
余
の
長
期
間
、
少
数
者
が
困
難
に
耐
え
て
ゆ
く
に
つ
い
て
は
、
産
業
別
組
織
と
し
て
支
部
の
外
部
か
ら
の
支
援
が
あ
っ
た
こ
と
ｌ
む
し
ろ
闘
争
の
過
程
で
二
つ
の
支
部
を
つ
く
っ
て
い
る
Ｉ
も
あ
る
が
、
内
部
的
に
は
、
資
本
の
現
実
の
攻
撃
に
対
処
し
つ
つ
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
的
確
信
を
深
め
た
こ
と
が
原
因
と
な
っ
て
い
よ
う。経済人的合理性からいえば、当時の労働市場の状況からは、闘争を離れて転職したに違いないからである。この
よ
う
に
、
長
期
・
困
難
な
闘
争
の
中
で
、
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
は
不
可
欠
な
役
割
を
果
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
が
、
こ
れ
は
少
数
派
組
合
員
の
（３）
中
に
も
と
も
と
浸
透
し
て
い
た
も
の
と
は
限
ら
ず
、
む
し
ろ
、
資
本
の
具
体
的
行
為
に
よ
っ
て
確
信
と
な
っ
て
い
っ
た
と
み
ら
れ
る
。
第
二
組
合
員
の
復
帰
や
組
織
統
一
に
あ
た
っ
て
、
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
上
の
差
異
の
克
服
よ
り
は
、
原
則
的
な
要
求
と
よ
り
よ
い
労
働
条
件
の
要
求
と
実
現
が
あ
ず
か
っ
て
力
が
あ
り
、
ま
た
支
部
、
中
央
の
政
策
と
し
て
も
強
調
さ
れ
て
き
た
。
再
統
一
は
、
下
請
企
業
的
な
中
小
職場レベルの諸問題の処理方式
七
七
職場レベルの諸問題の処理方式
七八
資本のもとで行なわれてきたが、下請企業が労使協調を唱えても、経営条件から労働条件を良好な状態に保つことが
困難であることが多く、結局第二組合もストライキを打つような事例がみられる。これに対し、巨大企業では、下請
企業に比較し、労使協調を可能にする物的条件を備えやすいと考えられる。
さて、分裂した支部の場合、やむをえざる手段として、組合民主主義の徹底、個々の組合員の自覚と活動等、職場
に
基
礎
を
お
い
た
活
動が行なわれるに至っている。分裂後のこの種の闘争は困難であるから、資本の動き、あるいは第
二組合的活動を早期に把握して対応し、組織防衛に成功した例も少数あり、中央でも重視されているが、緊急事態が
発
生
し
な
い
以
前
に
分
裂
支
部
の
よ
う
な
自
覚
を
浸
透
さ
せ
る
こ
と
は
容
易
で
な
か
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
そ
こ
で
、
日
常
的
に
職
場
に
活
動
で
き
る
組
織
を
つ
く
る
こ
と
が
、
組
織
防
衛
の
た
め
に
も
必
要
と
さ
れ
る
に
至
っ
た
。
第
四
に
、
配
置
転
換
そ
の
他
の
人
事
に
関
し
、
事
前
に
労
働
組
合
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
、
重
要
な
労
使
間
の
争
点
と
な
っ
て
い
る
。
全国金属のこの問題についての態度には、職場の自主管理のような発想はみられない。むしろ、団体交渉を人事に及
ぼ
そ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
前
記
島
田
理
化
の
場
合
は
、
争
議
発
生
に
あ
た
り
、
組
合
幹
部
や
活
動
家
の
賃
金
に
対
す
る
差
別
、
配
転
が
あ
り
、
労
組
が
事
前
協
議
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
経
営
権
の
侵
害
だ
と
し
て
激
突
し
た
と
あ
る
。
そ
し
て
、
妥
結
に
あ
た
っ
て
は
、
賃
金
の決定、配転、解雇などについて会社は組合と事前に協議する旨協定した。これは背量からいって組織を守るための
協
定
で
あ
っ
た
。
し
かし、これにより日常的には個別組合員の利益を守りうるであろう。日本の労働協約では、経常的
人事に関して組合の同意を必要とする例は少なく、企業はこの分野でいわゆる経営権を守ろうとする。ところで個人
の賃金の決定や人事は職場問題の重要な側面であって、労使の対立が最も厳しい場面で、これが問題となり、そして
組
合
が
団
体
交
渉
的
な
姿
勢
に
臨
ん
で
い
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
問
題
は
、
全
国
金
属
以
外
の
戦
闘
的
少
数
派
組
合
に
も
あ
て
は
ま
る
場
職場問題の処理に関する労使の政策と慣行は、企業と支部全体との関係と不可分である。全国金属では、反合理化
闘争、組織強化のために職場を基礎とした活動を組合の政策として重要視してきたわけであるが、これは、支部執行
部
が
会
社
に
対
し
て
行
な
っ
て
い
る
闘
争
を
一
定
の
方
向
で
強
め
よ
う
と
す
る
も
の
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
こ
こ
で
、
一
定
の
方
向
と
い
う
の
は
、
階
級
的
立
場
に
立
っ
て
、
ス
ト
ラ
イ
キ
を
背
景
に
団
体
交
渉
を
行
な
う
こ
と
を
中
心
に
す
る
も
の
で
あ
る
。
支
部
執
行
部
は
、
同
じ立場から、企業外に対しても、政治的・経済的などの活動を行なっているが、ここでは問わない。基本方針は、職
場問題の処理にあたっても適用され、闘争として、労使の力関係の中で処理される。これらの事情は、実力を背景と
し
た
交
渉
よ
り
論
理
的
な
相
互
説
得
が
優
先
し
、
職
場
問
題
が
実
質
上
、
実
力
を
背
景
と
し
な
い
苦
情
処
理
と
し
て
、
あ
る
い
は
管
理
活
動として処理される労使協力的路線と対立するものである。
支
部
レ
ベ
ル
の
労
使
関
係
で
は
、
全
国
金
属
支
部
に
と
っ
て
労
働
協
約
は
労
使
の
力
関
係
を
一
時
的
に
反
映
す
る
文
書
と
し
て
扱
わ
れ
る
傾
向
が
強
い
。
ｃ
支
部
で
は
、
基
本
協
約
が
昭
和
四
五
年
（
ま
た
は
翌
年
）
で
失
効
し
た
ま
ま
に
な
っ
て
い
る
が
、
体
系
的
な
協
約
を
合がある。
／－，
戸ヘヘヘ注
３２１－
、－〆、＝〆～-－職
場
レ
ベ
ル
の
諾
問
題
の
処
理
方
式
中央書記長、前掲『生産性本部』の編著者。
高石近夫コモかぶりを抜いて」「労働農民運動」昭和四七年七月号。
須
長
茂
夫
『
ど
ぶ
川
学
級
完
結
編
』
昭
和
五
○
年
。
三
茶
本
関
係
と
そ
の
職
場
問
題
へ
の
適
用
七
九
職場レベルの諸問題の処理方式
八
○
締結して支部にとって不利な条件を押しつけられるよりは、課題とする事項について個別の協約を積み上げることが
好ましいとしていた。この支部では、労働条件に関してはこの方式で疑義を生ずることはないが、会社と組合の関
係、争議に入る手続、組合活動などについては、労使の主張が食い違ったまま、組合が独自に行動してきた。経営者
が
し
ば
し
ば
そ
れ
な
し
に
は
労
働
協
約
は
無
意
味
、
有
害
と
み
な
す
平
和
義
務
お
よ
び
関
連
条
項
は
、
組
合
に
と
っ
て
不
利
益
と
み
な
し
て
い
る
と
い
え
よ
う
。
も
ち
ろ
ん
手
続
的
規
定
で
、
組
合
の
権
利
に
つ
い
て
７
有
利
な
取
決
め
が
で
き
れ
ば
、
そ
れ
ま
で
否
定
す
る
趣
旨
労働協約の項）
「労働基本権そのものが、職場に於て、資本の側から、或は国家権力から攻撃されている状況のもとで、『協約な
ければ労働なし』という考え方を、そのまま植えつけたら労働戦線はさんたんたるものとなるでしょう」「……統一的
包
括
的
労
働
協
約
を
か
ち
と
る
条
件
に
な
い
現
状
で
は
、
個
別
的
な
協
定
を
積
み
重
ね
る
こ
と
に
よ
っ
て
（
権
利
闘
争
が
）
す
す
め
ら
れ
るべきで……」労働組合の一定の力量が蓄積されて、初めて統一協約が日程に上るべきだという見解であるが（東城
守
一
弁
護
士
、
資
料
五
八
号
、
昭
和
四
三
年
五
月
）
、
ｃ
支
部
の
方
針
も
こ
の
見
解
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
る
。
組
合
に
と
っ
て
不
利
な
内
容
の
協
約
は
、
組
合
の
締
め
付
け
と
な
る
と
い
う
理
解
の
反
面
と
し
て
、
闘
争
に
よ
り
組
合
に
と
っ
て
有
利
な
条
件
を
獲
得
し
成
文
化
す
るところに、協約の意義を認めているといえよう。また、いったん協約が締結されても、「労働者の団結が弱まれば、
使用者はその実施をさぼり、労働者に不利な条件をおしつける。」と把握される。（全国金属『金属労働者の学習辞典』
で
は
な
い
。
以上、労働協約は、労働組合と資本との、不安定な勢力均衡の上に立つと、組合によって理解されている。ところ
で
、
全
国
金
属
の
支
部
に
対
す
る
組
織
攻
撃
で
は
、
不
当
労
働
行
為
が
繰
返
し
行
な
わ
れ
、
労
働
委
員
会
や
裁
判
所
で
、
そ
の
よ
う
に
認
定された場合がしばしばであった。資本はこの場合、不当労働行為と認定される行動を行なって非難・批判をうけ是
正を求められても、それ以前に組織に強力な打撃を与えうる立場にあったと解される。このような事例に次々と当面
した組合が、資本性悪説ともいうべき企業観を確信するに至るのは当然であろう。全国金属では、不当労働行為に関
す会のる法廷闘争にあたっても、これを組合員等の団結強化と資本に対する反撃の場として利用したり、労働委員命
令が出るのと並行して交渉を通じて実効を確保するなどの活動をしたりしてきた。このように成文化された法的規範
は、それだけでは権利を守るのに十分でなく、自らの力によってしか実効を確保できないとする態度は、職場問題の
処理にも適用される。アメリカ的苦情処理は、労使間で協約の解釈・適用について、法的観点から争うものであるか
ら、この種の手続は全国金属の態度になじまない。職場問題も団体交渉の延長として実力を背最として争われる。こ
の点については、ａ支部について詳細にみたとおりで、ａ支部の場合、安全管理の実施に関する部分、経営活動に属
する分野以外では、支部が交渉の姿勢で臨んでいた。ｃ支部の場合もほぼ同様であった。
基本関係の職場問題への適用と関連し、工場移転についてみよう。
Ａ社ｌａ支部のケースにおいては、工場「移転闘争」に、職場問題の処理をめぐる労使関係が集約されていた。こ
れはまた、Ａｌａの実力を背景とする団体交渉的な関係を反映するものであった。全国金属全体としても、高度成長
の末期を中心に、多数の工場移転を経験したが、東京地本によると、’九六○年代には、約八○件、労働者三万人に
及ぶ工場移転が行なわれ、七三年当時さらに五○件一一一万人の移転問題が課題となっていた。工場移転は、この時期に
おける経済的条件Ｉ公害の深刻化、都市地価騰貴による用地買換による利益の発生、都市の人手不足と地方におけ
る過剰ｌ‐と、国の政策ｌ日本列島改造論工業再配置促進法その他Ｉの下に行なわれ、企業内では、新鋭機械
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
八一
職場レベルの譜問題の処理方式
八二
の導入、生産方式の一新を伴い、移転先によっては、労働者が未知の地域に転居することなどを強制された。さら
に、全国金属の支部では、移転に関連して組織攻撃をうけることが少なくなかった。前記の六○年代の東京地本関係
の移転では、実に三七％の支部が組織上の困難に当面したという（資料一一一’一一二号、昭和四八年一一一’四月）。
工場移転は「合理化」を集約する性格をもっていたといえる。
多数の移転が当初から実現しているところからみれば、支部は当初から条件闘争を行なうか、途中からやむをえず
条件闘争に切り換えることが多かったと思われる。ａ支部の移転闘争では、移転の賛否について不問のまま条件の検
討を行なったが、これは例外的な事例である。東京地本の報告は、「……成功例のすべては、移転に賛成する立場で
はなく、移転が組合員の生活に重大な影響をあたえるものであるから、最重要な課題として、団体交渉の課題にすえ
た
」
と
し
て
い
る
（
前
掲
資
料
）
。
品
川
製
作
所
（
三
○
○
名
）
の
一
部
移
転
は
東
京
地
本
の
い
う
成
功
例
で
あ
る
が
、
ま
ず
基
本
協
定
、
、
、
、
、
で
、
移
転
に
伴
う
問
題
は
団
体
交
渉
で
事
前
に
協
議
決
定
す
る
こ
と
、
労
働
条
件
に
つ
い
て
変
更
は
加
え
な
い
｝
」
と
、
移
転
に
伴
う
組
合
運営の支障について会社が代償措置をとることを決め、次に細目として、通勤手当、就業時間、夜間通学者の扱い、
厚
生
施
設
、
個
人
の
特
殊
事
情
解
決
の
た
め
の
労
使
委
員
会
の
設
置
、
独
立
採
算
制
は
と
ら
な
い
こ
と
等
を
合
意
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な例をあげつつ東京地本の報告は、企業内の問題としては、組合の同意なしには移転計画を実施させない、移転には
個人の同意を要する、旧工場を残す場合そのスクラップ化に反対する、組合活動の自由を確保するといった内容を
「ストライキをかけてたたかいとる」よう提唱している。
移転問題は主として、移転の条件に関する闘争として行なわれてきたが、七○年代には、東京計器支部（東京、組
合員約一、六○○名）、栗村製作所支部（兵庫、組合員約一○○名）のように、移転反対闘争に成功する経験も出て
きた。東京計器の闘争経過では、資本に対して職場に基礎をおき、ストライキを背裁とした闘争態勢をとり、地域と
の連帯、自治体への働きかけ等の活動を結合して行ない、移転計画を撤回させ、最終的には現工場の人員等の規模を
維持することを協定している（資料一一一一一’一一四号、昭和四八年五’六月、資料一一一五号、昭和四九年四月）。移
転問題に関して、東京計器支部は、移転反対に成功したのであるが、この方針がとられるには、ａ支部などとおかれ
た条件の違いｌ遠隔地〈の移転であったこと、別会社によるなし崩しの移転で組織が弱められてきたという経験な
ど
ｌ
も
あ
っ
た
．
こ
の
よ
う
に
方
向
は
異
な
る
も
の
の
、
瓢
も
こ
の
支
部
も
大
衆
的
な
討
議
を
通
じ
て
組
合
員
の
意
思
決
定
を
行
な
い、ストライキを背景として要求を実現しようとした点では共通している。
次に、基本関係の職場問題への適用に関しては、行動綱領について検討する必要がある。すなわち、この組合の、
職場問題処理に関する現行の具体的方針は、一一回の改訂を経て昭和四三年に決定された「行動綱領」の中に簡潔に要
約
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
内
容
は
必
要
に
応
じ
五
以
下
で
ふ
れ
る
が
、
大
筋
は
、
労
働
組
合
が
こ
の
問
題
に
、
実
力
を
か
け
た
団
体
交
渉
に
よ
り
関
与
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
組
織
の
労
使
関
係
に
つ
い
て
の
基
本
的
立
場
の
適
用
と
な
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
、
労
働
強
度
、
配
置
転
換
の
な
ど
の
人
事
に
組
合
が
関
与
し
、
組
合
の
同
意
な
し
に
は
変
更
が
で
き
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
、
「企業の近代化のために新しい措置をとる場合には、事前に組合に協議させ」ることという原則は重要と思われる。
すなわち、しばしば、「経営権」に属するものとして、労働組合が関与することを拒否される分野について、会社の
意思決定にあたり組合の同意を要求する姿勢を示したものである。同意を要求するについては、当然、労使の利害が
対
立
し
て
い
る
こ
と
、
ま
た
は
少
な
く
と
も
対
立
し
う
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
。
こ
れ
は
、
生
産
に
お
い
て
基
本
的
に
対
立
を
否
定
す
る
立場Ｉコミニケーション、平和的協議の必要は認めるがｌと鋭く対立するものであることはいうまでもない。
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
川
題
の
処
理
方
式
八
三
職場レベルの諸問題の処理方式
八
四
行動綱領では、経営といかに関係するかについて、右の交渉により条件を規制するもののほか、次の態度を示して
いる。第一は、資本の管理を拒否するもの。職務給・生産性賃金（成果配分）・安定賃金反対、要員の削減・首切り
反対・定年制撤廃などがこれであって．その半面として、既得権の擁護ｌ例えば配置転換による職業訓練と完全な
（所得）保障ｌが主張される．第二に、安全衛生、青年労働者の文化体育活動に関して、労働者管理とも読みとれ
る主張を行なっている。たとえば、「労働安全措置は労働組合の監督下におかねばならない」と誠っている。しかし
こ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
必
ず
し
も
、
こ
の
分
野
に
お
け
る
完
全
な
組
合
に
よ
る
管
理
の
実
現
を
目
指
し
て
い
る
の
で
は
な
い
。
す
な
わ
ち、この項目にすぐ続いて、資本に「衛生と安全措置を要求し、労働災害と職業病に反対して系統的にたたかう」と
いうところは、団体交渉的であるし、また、労働者代表である安全衛生委員に執行権限をもたせよというところは、
安全管理の実施面では、経営機能を分担するとも解される。Ａｌａの分析でも、予算を要する安全衛生に関する事項
は工場レベルの労使協議Ｉ団体交渉的な性格をもっているｌにもち込まれるのに対し．日常の安全管理活動では
労使一体的な運用になっていることをみた。文化体育活動について、ａ支部、ｃ支部では組合がほとんど掌握して、
労働者の自主的活動になっていた。
なお、労働者の自主的組織として、組合活動の自由が当然主張されるが、これは、種々の面で経営と関連せざるを
えない。労働協約の平和条項等を除いても、組合幹部・活動家の就業時間中の活動、会社構内での文書配布、集会等
の
自
由
が
日
常
問
題
と
な
る
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
行
動
綱
領
は
、
完
全
な
自
由
を
要
求
し
て
い
る
。
以上のようにみると、労働組合の経営との関わり合い方は、団体交渉的なものｌその中には、組合の案を示すも
のと拒否とがあるｌを基本としつつ、問題領域によっては、組合の自主管理から、経営との協同管理的な接近を示
全国金属では、「合理化」に対処するためにも、また資本の組織攻撃に耐えるためにも、職場に基礎をおいた活動
の必要性を認め、運動方針においても数年来これを強調してきた。「職場にとりでを」というスローガンの意味する
ところは、一般組合員を広く自覚的なＩ全国金属の路線に沿ってＩ組合活動の担い手にすること、職場組織を選
挙
単
位
や
支
部
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
末
端
組
織
に
と
ど
め
ず
、
職
場
問
題
を
交
渉
し
う
る
よ
う
に
す
る
こ
と
、
そ
し
て
組
合
民
主
主義的な運営によりこれを統合すること、である。
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
八五
資本の活動のうち、労働条件との関連が少ない事項については、経営に共同責任をもたないという立場から関与し
ないのが、ａ支部の基本的態度であった。しかし、団体交渉を通じて、通常は経営の本来的機能とみなされる活動に
関与している例がある。たとえば、前記品川製作所の移転をめぐる問題で、工場ごとに独立採算制をとらないことを
協定している。これは単純な会計制度の変更にとどまらず、変更により旧工場の低能率ぶりが明らかになり、スクラ
ップ化が促進されると予見されたためである。東京計器の闘争では、その過程で別会社を設置することが問題とされ
た。これは、形式的には関係会社設立であったが、全国金属の組織外に工場ができ業務がそこへ移され、組織が弱体
化させられることが、明らかであったためである。階級的立場から経営参加を否定するため、組合は労働条件等と関
係の薄い分野の経営の自由を認めるとはいえ、必要に応じどのような分野についても、批判を加えるのが一般的態度
と
い
え
る
。
す
領
域
も
あ
る
と
い
え
る
。
四
職
場
の
組
織
と
活
動
職場レベルの諸問題の処理方式
八六
右のように政策が立てられたものの、職場組織の確立は容易でなく、ようやく一部の支部で定着し始めたにすぎな
い。ａ支部の場合、執行部から職場組織確立について提案があったが、二年間懸案になったままであった。もっとも
組合員数が比較的少なく、全員大会がしばしば開かれるこの支部では、各職場固有の職場問題をそれぞれ交渉してゆ
くことを除いて、前掲の狙いはある程度実現されている。ｃ支部の場合は、数年間にわたって職場組織と職場レベル
の活動の強化が課題とされてきたが、大規模な工場閉鎖・解雇反対闘争を闘い抜いて後も、定着したとはいえない状
況であった。ｃ支部の昭和四四年の定期大会議案書では、職場委員（組合員一五名に一人、現場では最下級役付工の
組長の統轄する範囲であることが多い）の選出にあたり、会社側の裏工作が行なわれるので、組合としても意識的に
委員を選出すべきだとしているが、大闘争後は、委員の年齢が若くなり、職場での労使対立が明瞭化した。しかし、
職
場
単
位
に
活
動
方
針
を
も
つ
、
職
場
新
聞
を
発
行
す
る
、
分
会
役
員
・
支
部
役
員
を
含
め
た
職
場
交
渉
権
を
確
立
す
る
な
ど
の
方
針
は
、
定
着
す
る
に
至
っ
て
い
な
か
っ
た
。
職
場
委
員
を
選
出
し
て
し
ま
う
と
、
組
合
活
動
は
委
員
任
せ
と
い
う
風
潮
も
克
服
さ
れ
た
と
は
い
え
な
い
状
況
で
あ
る
と
自
己
評
価
し
て
い
る
。
大企業の組合であるｄ支部では、七人に一人の割で選出される大会代議員は、年一回の大会出席以外の役割を果さ
ない場合が少なくなく、五○名に一人の割で選出される職場委員が、活動家の支持をうけつつ日常活動を行なってい
るが、職場問題は、職場委員が、担当の執行委員に問題をもち込むことにより、解決している。職場新聞の発行のよ
うな、職場の自主的活動もあるものの、支部全体の運営は幹部中心となりがちである。
このように、「職場にとりでを」という目標は容易に達せられないが、その背景には、職場が、経営末端の第一線
監督者を単位としていることが多いという事実がある。経営によって設定され、日常的に機能している従業員の作業
単位に、労使対立に自覚的な労働者の組織という新しい原則を導き入れようとするのであるが、資本の側としては、
職
場
に
お
け
る
労
使
対
立
の
顕
在
化
を
避
け
よ
う
と
す
る
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
資
本
の
介
入
に
よ
る
も
の
で
な
い
に
せ
よ
、
組
合
員
で
あ
る
監
督
者
や
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
が
、
職
場
委
員
と
な
れ
ば
、
１
大
闘
争
後
組
合
の
勢
力
が
圧
倒
的
な
場
合
な
ど
を
除
い
て
Ｉ
（１）
労使対立的な関係は成立しにくくなるであろう。
さて、職場活動が活発な事例として日東アルミ支部（兵庫、組合員約三五○名）の状況をみよう。紹介によると、
こ
こ
で
は
、
三
○
’
五
○
名
の
七
ブ
ロ
ッ
ク
を
編
成
し
、
担
当
執
行
委
員
一
名
、
担
当
代
議
員
（
職
場
委
員
？
）
一
一
名
が
中
心
と
な
っ
て
、
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
で
組
合
員
の
要
求
を
集
め
、
職
場
会
（
ブ
ロ
ッ
ク
単
位
？
）
で
集
約
し
、
支
部
機
関
で
全
体
の
要
求
と
し
て
承
認
し
た
後
、
ブ
ロ
ッ
ク
ご
と
に
交
渉
す
る
方
法
が
と
ら
れ
て
い
る
。
要
求
事
項
は
、
作
業
環
境
と
安
全
、
生
産
と
要
員
な
ど
で
あ
り
、
交
渉
は
、
ブ
ロ
ッ
ク
別
の
時
間
外
拒
否
、
時
間
内
の
交
渉
に
よ
る
事
実
上
の
ス
ト
ラ
イ
キ
を
背
景
と
し
て
行
な
わ
れ
た
。
こ
の
闘
争
で
組
合
側
の
要
求
は
か
な
り
実
現
さ
れ
、
中
間
職
制
が
組
合
と
の
対
立
を
避
け
る
よ
う
に
な
り
、
他
方
、
職
場
交
渉
の
相
手
で
あ
る
課
長
に
対
し
会
社
の
督
励
が
行
な
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
（
資
料
一
一
一
一
号
、
昭
和
四
八
年
一
二
月
）
。
要
す
る
に
、
こ
こ
で
は
、
職
場
の
二
重
性
格
が
、
組
合
の
政
策
に
よ
り
労
使
対
立
に
変
り
、
職
場
問
題
の
処
理
は
完
全
に
団
体
交
渉
の
一
部
と
な
っ
た
の
で
あ
る
。
一方、湯浅電池小田原支部（組合員約一三○○名）の「職場協議会」は、労働協約により、実質的な職場交渉権を
確立したものである。交渉は会社側は課長、組合側は代議員四’五名（組合員四○名に一人。職場委員と呼ばれる）、
執行委員があたる。主題は作業環境、福利厚生、管理者に対する不満などである。課長から回答が出されれば、職場
会（代議員選出区ごとに全員で構成）で討議して承認することとなっており、日東アルミのように争議行為を伴わな
い
が
、
大
衆
に
よ
る
承
認
と
拒
否
は
、
管
理
者
に
対
し
精
神
的
圧
力
と
な
っ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
協
定
に
達
し
た
事
項
は
支
部
と
通
じ
職
場
ピ
ヘ
ル
の
諸
川
題
の
処
理
方
式
八
七
職場レベルでの団体交渉権の確立は、行動綱領に調われており、労働組合の基本的権利として全国金属が追求して
いるものである。かつて、労使関係法研究会の報告は、職場交渉の実態はさまざまであるとしながらも、「職場の労
働者が、労働組合の内にありながら別の職場集団を組織し、その集団の圧力を背景として職場の要求を貫徹すること
を目的とするものであれば……労働組合にとっても一種の自壊作用であることをまぬかれない……」と批判した。こ
れ
に
対
し
、
全
国
金
属
は
、
職
場
組
織
は
組
合
の
統
制
下
に
あ
り
、
職
場
レ
ベ
ル
の
ｌ
な
ん
ら
か
の
圧
力
を
も
っ
た
Ｉ
交
渉
な
し
に
職場レベルの諸問題の処理方式
八
八
て他の職場に報告される。職場交渉において時に問題とされることがあるように、職場ごとに交渉力にアンバランス
が生ずるという問題が残されている。なお、職場組織の強化については、支部執行部の指導と職場組織との調整が困
難だとする意見をもつ支部もあり、職場間の力の不均衡とともに解決を要する課題となっている。
全国金属は、近年職場組織に交渉機能をもたせるよう努力しているが、この点と関連して、時に全員の参加する職
場管理者に対する突き上げが行なわれ、それが、資本の警戒と拒否の態度となっていると思われる。前記、日東アル
ミ支部の場合、問題解決が困難な場合、一職場三○’五○名のうち一○名ぐらいの発言力のある者が交渉に加わった
と報告し、これに近い状態が出現したと思われる。資本の側から組織攻撃をうけた本山製作所支部では、昭和四七年
春闘にあたり、冒頭、会社側により団体交渉が打ち切られて以降、団体交渉の再開を求めて激しい職場交渉が行なわ
れた。「職場交渉や入出荷拒否闘争には、正当な争議行為の範囲を逸脱した面があったことは否定できないが」、団体
交渉が開かれず、会社側管理職が要求を全く無的したことが混乱を大きくしたと、仙台地裁は仮処分（ロックアウト
中
の
賃
金
の
仮
払
に
つ
い
て
）
の
決
定
に
あ
た
っ
て
述
べ
て
い
る
。
労
使
対
立
が
極
限
に
達
す
る
に
あ
た
っ
て
、
吊
し
上
げ
の
様
相
を
示
したと考えられる。
は、「合理化」や日常の労務管理に対処できないと反論する（資料五八号、昭和四三年五月）。この立場は現在まで貫
かれているといえよう。研究会の自壊作用云々は多くの場合誇張であろう。もちろん、職場組織に独自な活動を認
め、奨励してゆく場合、支部執行部の統制を超えて活動する場面が、まれに起らないとはいえず、全国金属の場合、
本
山
製
作
所
の
例
も
そ
の
一
つ
の
ケ
ー
ス
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
通
常
の
場
合
は
、
職
場
組
織
は
、
支
部
活
動
を
支
え
る
も
の
と
な
っ
ているか、そうなるように期待されていると考えられる。
職
場
組
織
と
そ
の
相
対
的
に
独
自
な
活
動
は
、
支
部
の
組
織
と
関
連
し
て
い
る
。
全
国
金
属
の
支
部
の
組
織
は
、
他
組
合
の
単
位
組
合
の
そ
れ
と
特
に
異
な
っ
て
い
る
と
は
思
わ
れ
な
い
。
し
か
し
、
一
般
組
合
員
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
く
み
上
げ
る
努
力
も
み
ら
れ
る
。
ｃ
支
部
では、一時期、二つの工場の支部一、八○○名を対象として全員の定期大会が開かれていた。ａ支部では、闘争の妥
結にあたって、全員の投票が行なわれる。主要要求の案の決定から時に闘争方法まで職場討議に付され、執行部と一
般組合員の意思疎通が図られる。ａ支部、ｃ支部では、中間議決機関の構成員（委員）は会社から独立性の強い層で
占めら、この人々は、職場で職場討議を司会したり不満をくみ上げる役目を果している。また、多くの支部で、専門
部
員
が
一
般
組
合
員
の
中
か
ら
出
て
活
動
し
て
い
る
。
組
合
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
活
発
な
こ
と
も
注
目
す
べ
き
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う．ｄ支部でも週刊の一三‐スが出ているし、ｃでは日刊ニュースが発行される．闘争時’一部は常時ｌ職場新
聞
が
出
て
い
る
。
ａ
支
部
で
は
、
大
会
・
委
員
会
の
開
催
回
数
も
か
な
り
多
か
っ
た
。
さて、全国金属は産業別統一組織を原則としているから、困難な闘争をしている他支部を激励する機会も多いし、
またその路線では政治活動を重視しているから、各種の集会への動員も少なくなり、これらの外部的活動と、職場問
題を含む多様な問題をめぐる活動には、多大の時間が必要になる。そこで、執行委員、組合活動家などに対する時間
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
八
九
全国金属の行動綱領は、仕事当りの時間の削減、仕事のスピードアップ、労働密度の増大、要員の削減に反対し、
標
準
作
業
量
、
コ
ン
ベ
ア
速
度
の
変
更
に
つ
い
て
は
、
職
場
組
織
と
労
働
組
合
の
承
認
を
要
求
し
て
い
る
。
こ
の
綱
領
の
狙
い
は
明
確
で
あ
る
。
設
備
・
工
学
的
技
術
・
管
理
方
法
の
変
化
に
あ
た
っ
て
、
労
働
強
化
を
避
け
、
可
能
な
ら
ば
、
労
働
の
軽
減
化
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で
あ
ろ
う
。
金
属
機
械
工
業
で
は
、
昭
和
三
○
代
以
降
右
の
よ
う
な
部
分
的
変
化
が
絶
え
間
な
く
進
行
し
て
今
日
に
至
っ
て
お
職場レベルの諸問題の処理方式
九
○
内活動の自由が、活発な活動をしようとする限りどうしても必要になる。周知のように、日本の大部分の協約は、専
従者以外については、原則として就業時間内の活動を認めていない。時間内活動の自由が専従者のみにしか認められ
なければ、組合運営はその幹部中心のものになりがちである。このようにして、組合活動の自由、とりわけ就業時間
内活動の自由は全国金属にとって重要な意味をもち、他方、資本は職場秩序と能率の確保という観点から、厳しく響
戒する。調査した支部では、協約上専従者をおかないが、事実上の専従者がいたり、あるいは、公式の会議等の会社
側
に
も
把
握
で
き
る
会
合
等
を
除
い
て
賃
金
の
カ
ッ
ト
な
し
に
組
合
の
活
動
が
で
き
る
慣
行
も
み
ら
れ
た
。
こ
れ
ら
は
、
い
ず
れ
も
労
働
組
合
の
強
い
交
渉
力
に
よ
っ
て
、
会
社
が
事
実
上
容
認
せ
ざ
る
を
え
な
い
た
め
に
慣
例
化
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
（注）
（
１
）
日
本
ロ
ー
ル
支
部
の
闘
争
で
、
工
場
か
ら
締
め
出
さ
れ
た
組
合
風
の
中
て
、
実
力
者
（
「
親
分
衆
」
、
熟
練
労
働
者
）
の
発
言
が
強
く
、
活
動
を阻害されていたが、不熟練労働者（「弟子」）耐の批判が商まり、居住地城川の平等な組織に基本組織が変えられ、団紡
が
強
め
ら
れ
、
長
期
岡
争
態
勢
が
整
え
ら
れ
る
と
い
う
経
過
は
示
唆
的
で
あ
る
。
（
鍬
長
茂
夫
、
前
掲
書
一
六
二
ペ
ー
ジ
以
下
）
五
要
員
と
作
業
量
「……ベルトが毎月スピードアップし、目標台数が毎月一○台ぐらいずつアップしています。設計期間は三’四年
前までは四人で六カ月で一機種だったものが、現在では一一人で一一一カ月ぐらいが標準となり……約四分の一に短縮され
ました。その結果……椎間板ヘルニアという腰痛も出ています」（昭和四三年九月定期大会議案書）
支部は、これまで、標準の設定自体、各ベルトの速度、あるいは各作業者の作業範囲について会社と協議したこと
は
な
い
。
し
か
し
、
一
人
当
り
生
産
台
数
が
上
っ
た
こ
と
は
労
働
負
担
の
増
大
し
た
こ
と
で
あ
る
と
し
て
、
休
日
増
加
の
要
求
根
拠
と
し
た
。
ま
た
こ
の
企
業
で
は
、
昭
和
四
六
年
か
ら
四
七
年
に
か
け
て
大
量
の
人
員
削
減
が
あ
っ
た
後
、
要
員
不
足
に
よ
る
残
業
の
増
大
等
を
職
場
と
へ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
九一
た
。 ａ支部の場合は、移転闘争にあたって、組合自ら移転後の必要人員を算定したが、交渉過程では強く要求しなかっ
た。ルールに違反して過長な残業が行なわれたとか、安全に支障があるという、明瞭で身近な問題があるとき、その
改善として要員増加が要求された。ｃ支部の場合は、工場ではコンベアに乗って作業対象が流れ、組立工程ではこれ
を
作
業
台
に
移
し
て
担
当
の
作
業
を
行
な
い
、
コ
ン
ベ
ア
に
戻
し
て
次
の
作
業
台
に
送
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
各
作
業
者
に
割
り
当
て
られる作業の範囲とコンベアの速度はＭＴＭ方式により決められたものであるといい、訪問調査の際の会社側の説明
では、数年来、標準時間に変化はないとのことであった。しかし、やや古い時期には、次のような組合の判断があっ
麹
事
例
に
つ
い
て
み
よ
う
。
り、労働強度に関する条件も、当然に変化するから組合も、これを、団体交渉的な姿勢で取り上げようとするのであ
る
。
し
か
し
、
生
産
・
作
業
に
関
す
る
問
題
は
、
経
営
の
本
来
的
機
能
で
も
あ
る
か
ら
、
そ
れ
に
つ
い
て
労
働
組
合
が
共
同
の
責
任
を
負
わ
な
い
原
則
も
、
多
く
の
支
部
で
説
得
力
を
も
っ
て
受
け
入
れ
ら
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
実
際
に
は
、
ど
の
よ
う
に
問
題
が
処
理
さ
れ
る
職場レベルの諸問題の処理方式
九二
生じ、会社側にとっても生産に支障が出て人員を補充することを労使間で協定した。支部はこの場合、能率の基準や
要員数そのものを、具体的要求人員をあげて争うというより、要員不足の結果生じた問題の是正を求めて交渉したと
言える。ところで、上記の人員整理問題後も、Ｃ社の雇用関係は不安定であった。そこで、昭和四八年秋闘では、「・・…・
当社の全従業員が誇りをもって働ける職場を確保することを目的として、・・・…従業員の現在数を下記（略）のとおり
確認し、その人員数の確保・拡大について努力することを確認」する協定が結ばれた。この基準を下回るような場合
は、会社は組合と事前に協議し同意を得ることになった。この場合は、要員数そのものが現状を固定して協定された
の
で
あ
る
。
組
合
が
、
現
場
に
お
け
る
要
員
算
定
の
細
部
に
は
関
与
し
て
こ
な
か
っ
た
の
は
、
生
産
管
理
を
担
当
す
る
部
門
の
従
業
員
は
組合活動に冷淡であって、支部幹部・活動家の中に専門家がいないという事情もあるが、生産管理の内部に立ち入っ
て
責
任
を
負
わ
な
い
と
い
う
方
針
や
、
専
門
的
協
議
は
大
衆
路
線
に
合
致
し
な
い
と
い
う
判
断
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
Ｃ
社
の
場
合
、
Ｍ
Ｔ
Ｍ
方
式
を
用
い
て
個
人
の
分
担
す
る
作
業
範
囲
を
決
め
て
い
る
も
の
の
、
実
際
に
作
業
を
流
す
と
、
円
滑
に
行
か
な
い。ＭＴＭ方式に内在する問題がないと仮定しても、作業者の熟練度や能力によって、標準より早くまたは遅く作業
するからである。この問題は、班長（第一線監督者）と組長（グループ・リーダー）によって調整されている。しか
し、基本的な作業速度はコンベア・スピードによって与えられていることはもちろんである。なお能率給に関して、
標準作業量を交渉する例は八に掲げた。
ｄ支部のＨ工場では、先にふれたように、部分的な技術変化の導入にあたって、支部はほとんど関与してこなかっ
た。これまでは、一展用量に影響することはなかったし、この工場はおおむね個人作業的性格が強く、仕事を物理的に
は強制されないこと、支部が技術変化を望ましいものとうけとっていることがその背景となっている。
全国金属の行動綱領は、「要員の削減、配置転換や解一歴のたくらみに反対する。とくに配置転換については、労働
組合の承認と本人の同意を必要とする」と述べている。前半は原則的反対を調ったものであろう。後半では、例外な
しに組合員に不利をもたらす要員の削減・解一層と配置転換を区別し、労働組合が、その内容について交渉すると主張
しているものと解釈できよう。全国金属では、昭和四一年から、一切の労働条件の変更に関する「完全同意約款」の
実現を、統一的目標に掲げるようになっており、行動綱領の配置転換に関する規定も、これを文章化したものであ
る。しかし、配置転換に関して、全国金属は、個々の労働者の労働条件の規制という課題とともに、配置転換にから
めた組織攻撃から自らを守る緊急な必要性をもっている。すなわち、資本は組織攻撃にあたって、支部幹部や活動家
が、有効な組合活動をしにくいように、配置転換を進めることが少なくなかった。この政策は、時に露骨な不当労働
行為として、しかし、多くの場合はそれなりの理由づけをもって行なわれ、時には、活動家を原職にとどめ、組合活
動に消極的批判的な層を新設工場に配置転換等により集中するといった、巧妙な方策がとられたこともある。日産・
プリンスの合併に伴う組織攻撃は、右のような例であった。
職場レベルの諸問題の処理方式
九三
以上、少数の事例からすれば、全国金属の支部は、それぞれのおかれた技術的条件や企業の経済的条件に応じ、ま
た支部の指導方針により実情に応じたさまざまな態度をとってきたようである。要員数やその基礎となっている能率
の標準について具体的要求を出すというよりは、生活にかかわる問題が発生し、またはそれが予想されたときその是
正のため、要員に関する要求が出されてきた。他面、問題が意議されなければ経営に任されてきたといえよう。
六
配
置
転
換
職場レベルの諸問題の処理方式
九
四
配置転換には、種々の型があり、資本の意図も定期異動から組織攻撃にまで及ぶ。ｃ支部の例を中心にみよう。
第
一
に
、
課
内
の
係
間
、
班
間
の
よ
う
な
移
動
が
考
え
ら
れ
る
。
課
、
係
、
班
等
の
編
成
は
、
生
産
の
態
様
や
経
営
の
政
策
に
よ
っ
て
そ
の大きさが異なるが、ある限度以下の単位間の移転は、配置転換とは意識されず、管理者、監督者の指示により自由
に行なわれる企業が多い。ｃ支部のａｓ分会では、課内配転については、課ヒヘル以上の配転に関する労使問協定の
趣旨を尊重して行なう旨合意している。この工場では、当時、課ｌ班１組の編成になっており、課長が非組合員であ
った。このことにつき分会から要求が出た直接の契機は、仕事の流れが不安定で、長期の応援が多数行なわれたため
で
あ
っ
た
。
平
常
の
状
態
の
も
と
で
は
課
長
の
権
限
と
し
て
任
せ
、
組
合
が
関
与
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
わ
け
で
あ
る
。
第二に、課レベル以上の配転についてであるが、昭和四二年春闘を前に、会社は組織変更にからめ、支部委員長、
警記長の異動を発令した。これに関する反対運動の結果、次のような内容の協定が結ばれた。
｜
人
事
異
動
、
配
転
に
つ
い
て
会
社
は
少
な
く
と
も
五
日
前
に
本
人
に
内
示
す
る
。
二
人
事
異
動
、
配
転
に
つ
い
て
は
、
本
人
の
意
向
を
無
視
し
な
い
。
一一一組合活動家の異動、配転については、三○日以前に通知し、問題があれば労使協議会で協議決定する。
四人事異動、配転について個人又は組合が不服の申し立てをした場合、労使協議会で協議決定する。
五人事異動、配転については労使双方それぞれの立場を理解し、協力して円満に解決をはかるものとする。
要
す
る
に
こ
の
協
定
で
は
、
会
社
側
の
イ
ニ
シ
ャ
チ
ー
ブ
を
認
め
、
組
合
と
個
人
は
こ
れ
を
批
判
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
、
問
題
が
あ
れ
ば
協
議
決
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
な
お
Ｃ
Ｉ
Ｃ
間
の
労
使
協
議
会
は
、
団
体
交
渉
と
実
質
的
な
差
は
大
き
く
な
く
、
昭
和四二年のように問題が紛糾すればストライキが背景となる。なお昭和四一一年の定期大会議案書は、右の協定の内容
を報告した後、「しかし私達は協定があるから権利が守られるのではありません。私達一人一人が自分の手でその協
定を守りぬく闘いをすることにより権利が守られるのであります」と述べて、力を背景として協定が守られるとの立
場を表明している。昭和四六’四七年の人員整理問題の解決にあたっても、関連した配置転換について労使で協議決
定することを重ねて協定している。
さて、四二年の協定は、前年における次の協定と比較すると明瞭に支部の関与の程度が高まっている。
すなわち、「配置転換について、㈹経営権のすべては会社が保有しているので、人事異動については会社が決定
する。②労働条件並びに経済条件が変更され且っ多数の従業員を同時に配置転換をなす場合は、その実施の基準に
ついて組合と協議決定する。㈹配置転換等により個人に苦情が生じた場合（会社）は個人から事情聴取の上、適切
にして且つ公正なる処置をとる」
第三に、配置転換によって個人の担当する労働の種類が変る場合がある。一般に、新規学卒者などについては、当
初、誰をどこの職務に配置するかは、会社の自由であることが多い。特定分野の欠員補充、増員の場合は、当初から
事実上配置予定先が決まってくるのが普通であろうが、採用された労働者は、その労働を永続しようとするわけでは
ない。そこで職種の変更それ自体に対しては、心理的抵抗は必ずしも大きいとは限らない。しかし、同じ労働に永く
従事した後には問題があろうし、職種の変更は同時に他の条件の変更を伴うことが少なくない。ｃ支部では、昭和四
八年末、本社機構の移転に際して、三従前と）同種の職務又は本人の希望する職務を与える」ことを労使間で協定し
ている。この会社では、それまで本社と主要一一工場が別の場所にあり、このとき本社がＩ工場の場所へ移転してい
る。したがって、職務の統廃合により下位の職務につかざるをえない者の発生も懸念された。また、ここでは昭和四
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
九五
第
五
に
、
組
合
員
か
ら
非
組
合
員
へ
の
昇
格
に
つ
い
て
、
こ
の
会
社
で
は
、
昭
和
四
八
年
六
月
、
組
織
を
変
更
し
て
管
理
職
の
増
員
を
図った。組合は、三○名にも及ぶ組合員の非組合員化は組織の弱体化になるとみて強く抗議したが、会社側は、個人
の了承を得て発令を強行した。支部は、配置転換については組合の同意を要する旨協定しており、協定違反であるほ
か、組合員の非組合員化は不当労働行為であると主張し、夏季一時金要求と併せて短時間のストライキを行なった。
これに対し、会社側は課長昇進によって自動的に労使間協定の制約もまぬがれるものであると反論した。この問題
は、昇格の内示をうけた者が全員承諾していたため、結局組合はこれ以上の追及できなかった。昇格は通常本人にと
って利益をもたらし、会社は容易に同意を得られるから、組合としては抵抗しがたかったものである。労使関係が安
定している時期の、昇格を含む人事異動についても、本人への内示と承認があり、不満が出ないので、そのまま決定
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
九六
七年一一一月に、会社から大規模な人員整理案が発表される直前に、「セールス・ヘルパー」派遣について覚書が取り交
わ
さ
れ
て
い
る
。
「
セ
ー
ル
ス
・
ヘ
ル
パ
ー
」
は
、
会
社
製
品
の
売
上
促
進
の
た
め
、
生
産
工
程
の
従
事
者
等
が
、
販
売
店
へ
出
張
す
る
制度であった。この覚書の主な内容は、旅費、宿泊、勤務等に関する事項であるが、派遣期間を明確にし、なし崩し
に職務が変更されることのないように協定されている。
第四に、地域間の配置転換がある。Ｃ社では、右の本社の移転は、通勤範囲内のものであるが、関係従業員を一括
した配置転換とみなしうる。会社は、昭和四八年秋闘をうけて、移転問題について「その実施に伴って労働組合員の
労働条件並びに労働組合の組織に関わりを生ずる場合には、労働組合と事前に協一議決定するものとする」という原則
を
確
認
し
、
そ
の
後
、
す
で
に
そ
れ
ぞ
れ
の
と
こ
ろ
で
ふ
れ
た
移
転
の
条
件
の
細
目
、
全
体
と
し
て
の
雇
用
水
準
、
職
務
の
維
持
に
つ
い
て協定した。
以上、配置転換について、支部は、本人と組合の同意を必要とするとの協定を結ぶ努力をし、成功もしている。こ
の際、課内の人事、非組合員への昇格については十分に関与することは困難であるようにみえる。協定の狙いは、組
織の防衛、相当数の組合員の生活条件の維持にあって、配転そのものについてはＩ平常時は特にｌ経営のイニシ
職場レベルの諸問題の処理方式
九
七
き
た
よ
う
で
あ
る
。
五つのタイプの配置転換のうち、第二から第四までについて、ｃ支部は、行動綱領（後段）の指示するところに従
い
、
配
置
転
換
の
規
制
を
行
な
っ
て
い
た
。
組
合
が
関
与
し
た
の
は
、
い
ず
れ
も
相
当
数
の
組
合
員
が
一
時
に
影
響
を
う
け
る
か
、
あ
る
いは組織に影騨を与えるおそれの強い場合であった。第一、第五のケースは、支部の規制は、「同意」にまで至って
い
な
い
。
ａ
支
部
の
場
合
、
現
場
で
は
、
職
種
間
の
転
換
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
職
種
が
同
時
に
ほ
ぼ
係
に
該
当
し
て
い
た
の
で
、
地
域
間
移動（工場移転と個別の転勤）と昇格が問題となった。支部の関与の仕方はｃとほぼ同じである。地域間移動につい
ては、赴任、別居、転居等により個人生活上の問題が付随することが多く、ａ支部はこのうち共通性のあるものを労
使間の協定として処理し、また、世話役的な活動を行なってきた。ｄ支部においては、課内の人事は課長の権限とし
て支部は関与せず、職種間の移動は現場ではほとんど行なわれない。協約上は、配置転換は、会社が「あらかじめ本
人に事情を説明し、納得の上行なうものとし、そのむね組合に通知する。なお、大量の移動についてはあらかじめ組
合に連絡し、その意見を聞く」となっていて、明らかに支部は受身の立場にある。これまでに、首都圏内で工場の新
設、一部工程の移転があったが、この際は会社が希望者を募集した。組合は、個人生活上の問題について世話役的活
動を少数行なうにとどまった。会社は、現行の協約の態度を崩さないためにも個人の意向を尊重した人事を行なって
さ
れ
る
の
が
常
例
で
あ
る
。
一日の労働時間、休日、休暇等は組合員全体に適用される基本的労働条件であって、その向上のため労働組合が活
動
Ｉ
対
企
業
、
対
政
府
Ｉ
し
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
．
こ
こ
で
は
そ
の
細
目
と
運
用
が
主
な
関
心
事
で
あ
る
．
こ
れ
ら
が
放
置
さ
れ
る
場
合
、
公
称
の
時
間
短
縮
が
、
か
え
っ
て
実
質
的
時
間
延
長
や
、
超
過
勤
務
手
当
の
削
減
、
さ
ら
に
は
労
働
強
化
に
連
な
る
お
そ
れ
も
あ
る
。
最
初
に
そ
の
事
例
を
、
分
裂
後
少
数
派
と
な
っ
た
プ
リ
ン
ス
自
工
支
部
の
報
告
に
み
よ
う
。
日
産
で
は
昭
和
四
七
’
四
八
年
か
ら
、
週
五
日
制
を
実
施
し
た
が
そ
の
具
体
的
方
法
は
、
一
日
の
労
働
時
間
を
七
時
間
か
ら
八
時
間
に
延
長
し
、
週
の
途
中
の
休
日
を
出
勤
し
て
そ
の
分
を
土
曜
日
に
あ
て
る
こ
と
を
基
本
に
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
実
労
働
時
間
の
不
足
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
、
毎
月
二
’
三
日
の
土
曜
を
休
日
出
勤
日
と
し
て
協
定
し
た
。
こ
の
結
果
、
年
間
の
労
働
時
間
は
わ
ず
か
に
減
少
し
た
が
、
一
日
の
労
働
時
間
が
増
加
したことに伴い、保育所利用者、夜間通学者等に問題を生じ、また所定時間の延長により、残業時間が一日につき一
時
間
減
少
し
た
た
め
、
残
業
手
当
収
入
が
半
減
し
た
。
ま
た
、
多
数
派
組
合
と
会
社
は
賃
金
コ
ス
ト
の
低
減
に
つ
い
て
強
調
す
る
よ
う
に
な
っ
た
（
資
料
二
四
号
、
昭
和
四
八
年
六
月
）
。
こ
れ
は
一
例
で
あ
っ
て
、
時
間
短
縮
、
休
日
増
に
伴
っ
て
他
の
種
々
の
問
題
が
起
り
う
る
。
行
動
綱
領
は
そ
こ
で
次
の
よ
う
に
目
標
を
掲
げ
る
。
「
労
働
時
間
短
縮
に
対
す
る
労
働
者
の
願
い
は
、
よ
り
充
実
し
た
生
活
を
し
た
いという要求にもとづいている。賃下げ、スピードアップ、肉体的緊強の強化なしの時間短縮をかちとること」によ
り充実した生活を目指す。やや長期的基本的な目標は、一日七時間、週五日労働である。しかしこれのみでは不十分
職場レベルの諸問題の処理方式
九八
ヤチーブを認めている。なお、非組合員への昇格の場合を除けば、配置転換の対象者の基準が、協定、慣行等として
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
が
多
い
こ
と
は
、
他
に
お
け
る
場
合
と
同
様
で
あ
る
。
七
労
働
時
間
と
勤
務
で
、
例
え
ば
、
昭
和
四
八
年
の
石
川
地
本
の
場
合
は
、
大
要
次
の
諸
項
目
が
統
一
要
求
と
な
っ
た
。
｜賃金を切り下げずに一日の労働時間を七時間（週三五時間）、週休一一日とする。
二
年
次
有
給
休
暇
最
低
三
週
間
。
完
全
消
化
と
使
用
の
自
由
を
認
め
る
こ
と
。
三
夏
季
休
暇
を
有
給
で
一
週
間
と
す
る
こ
と
。
四時間外労働を最高月三○時間に。一一一六協定を一カ月単位で締結。時間外割増を四○％に。
五
す
べ
て
の
国
民
祝
日
（
一
二
日
）
、
年
末
年
始
六
日
、
新
旧
盆
と
メ
ー
デ
ー
（
計
三
日
）
を
有
給
休
日
に
す
る
こ
と
。
一日の労働時間、休日、休暇、残業規制が並列されていることは、時間短縮を実質的なものにするために重要と考
え
ら
れ
る
（
資
料
二
六
号
、
昭
和
四
八
年
八
月
）
。
労
働
時
間
と
勤
務
を
総
体
に
わ
た
っ
て
改
善
し
よ
う
と
す
る
石
川
地
本
の
姿
勢
は
、
全
国
金
属
全
体
の
も
の
で
あ
る
と
み
て
よ
か
ろ
う
（
資
料
二
九
号
、
昭
和
四
八
年
一
○
月
）
。
団
体
交
渉
に
よ
っ
て
基
準
が
決
ま
っ
た
後
の
運
用
に
つ
い
て
み
よ
う
。
第
一
に
残
業
規
制
で
あ
る
が
、
ｃ
支
部
の
場
合
、
現
場
で
は
残
業
を
見
込
ま
ず
に
生
産
計
画
が
立
て
ら
れ
て
い
た
。
残
業
な
し
の
原
則
で
あ
る
。
し
か
し
、
組
立
中
に
手
直
し
を
要
す
る
仕
掛
品
が
出
る
ことをはじめ、部品の納入の遅れ、作業の手違いもあって残業が発生する。また、例えば設計部門は、いわば個人プ
レーで、注文先との関係で急ぐ仕事が出ることも多く、かなりの残業が必要となる。残業規制については、最近では
次
の
よ
う
な
協
定
が
結
ば
れ
て
い
る
。
ど
の
個
人
に
つ
い
て
も
一
カ
月
の
残
業
時
間
は
三
○
時
間
以
内
と
す
る
こ
と
、
残
業
対
象
者
数
、
特殊事情によりこの制限を超えるおそれのあるときは事業所ごとに事前に協議決定すること、午後一○時を超えて残
業
さ
せ
る
必
要
が
生
じ
た
場
合
、
会
社
は
事
前
に
組
合
と
協
議
し
決
定
の
う
え
実
施
す
る
こ
と
、
残
業
が
三
時
間
を
超
え
る
場
合
の
休
憩
と夕食時間、休日労働の対象人員、協定期間を一一カ月とすること等が協定の内容である。三○時間を超える残業、休
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
九
九
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一○○
日出勤の事前協議は事業所ごとに励行され、組合が拒否している事例もみられた。毎月の実績（部課別平均、基準超
過者数等）が会社から組合へ通知されている。残業規制は一一一六協定として行なわれる、一人当り最高時間を短く規定
し、協定期間を短縮するの複全国金属の方針とみてよいであろう。この支部では、昭和四○年に五○時間の協定を
結び、現在の水準に引き下げられてきたのである。当時の定期大会議案書は次のように述べている。「今までの残業
協定では特定のものは何時間でも出来るものであり、会社はこれを利用し何時間でも行なわせる為、今回最高一人五
○時間とした。我々の健康を守る為に益々時間の短縮を行って行くべきである。」最高時間の制限については、中央
本部による各支部の調査があるが、｜ヵ月三○’五○時間程度を中心にかなり大きな幅がみられる（第１表）。
Ｃ社Ｉ工場の場合、残業が必要になると班長がまとめ、課長が承認し、労務担当に連絡して残業の指示書が出され
る
。
こ
の
日
常
的
な
処
理
に
つ
い
て
は
組
合
は
関
与
し
な
い
。
当
工
場
の
場
合
、
誰
が
ど
の
く
ら
い
残
業
す
る
か
は
仕
事
の
割
当
と
滞
り
第１表時間外規制の状況
（東京地本，昭和49年６月）
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協定期間
小計 ５４
(注)１各項目につぎ報告のあった支部
の数。小計のずれは規制なしと
記入もれ。
２時間外規制「なし」中に長期争
議中の支部がある。
３男女別等に規制があるところは
男子（長い方）による。
具合からほぼ自動的に決まり、班長は積極的役割を果していない。
ｄ
支
部
の
残
業
規
制
は
、
ｃ
支
部
に
比
較
す
る
と
ゆ
る
や
か
で
あ
る
。
一
人
一
カ
月
の
残
業
時
間
の
最
高
は
昭
和
四
○
年
に
一
○
○
時
間
か
ら
七
○
時
間
へ
、
四
六
年
に
五
○
時
間
に
短
縮
さ
れ
た
。
し
か
し
、
現
行
協
約
に
は
、
や
む
を
え
な
い
場
合
は
特
定
一
カ
月
に
つ
き
七
○
時
間
を
限
度
と
し
、
三
カ
月
通
算
一
五
○
時
間
と
す
る
但
し
書
き
が
あ
る
。
ま
た
、
支
部
と
し
て
残
業
が
制
限
を
超
え
な
い
か
日
常
監
視
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
た
ま
た
ま
問
題
が
も
ち
込
ま
れ
れ
ば
執
行
委
員
が
担
当
課
長
と
話
し
合
う
程
度
で
あ
る
。
現
場
で
は
課
長
ｌ
係
長
ｌ
班
長
ｌ
｜
般
係
員
と
い
う
職
制
系
列
上
の
班
長
が
残
業
に
つ
い
て
指
示
し
、
本
人
が
同
意
し
て
実
施
さ
れ
る
。
こ
の
際
、
技
能
の
勝
れ
た
者
に
超
過
勤
務
が
集
中
す
る
傾
向
も
あ
る
が
、
他
面
で
は
、
班
内
で
均
衡
を
保
と
う
と
す
る
傾
向
も
あ
り
、
特
別
の
理
由
ｌ
例
え
ば
組
合
役
員
で
あ
る
こ
と
、
夜
間
通
学
し
て
い
る
こ
と
ｌ
な
し
に
は
、
残
業
を
拒
否
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
雰
囲
気
に
あ
る
。
Ｈ
工
場
は
、
注
文
生
産
の
工
場
で
あ
り
、
班
は
作
業
集
団
と
し
て
相
対
的
な
自
律
性
を
も
ち
、
残
業
の
割
当
は
こ
の
集
団
の
機
能
と
し
て
行
な
わ
れ
る
と
も
考
え
ら
れ
る
。
ａ
支
部
に
お
い
て
は
、
組
合
員
で
あ
る
作
業
集
団
の
構
成
員
が
仕
事
を
優
先
す
る
傾
向
に
あ
る
た
め
、
ま
た
賃
金
収
入
の
維
持
の
た
め
残
業
に
同
意
し
、
労
使
間
の
協
定
が
厳
守
さ
れ
ず
、
会
社
も
こ
れ
を
利
用
し
て
弊
害
が
生
ま
れ
た
事
件
が
あ
っ
た
。
支
部
は
こ
れ
に
対
し
、
残
業
協
定
の
励
行
を
中
心
と
す
る
闘
争
を
行
な
っ
た
。
以
上
の
例
に
よ
る
と
、
誰
が
、
ど
の
程
度
残業を行なうかは、末端の監督者とその集団が日常決定し、一定の限度を超え、あるいは一定の条件にあてはまれば
労
使
間
で
協
議
す
る
こ
と
に
な
る
。
協
議
は
協
力
的
に
行
な
わ
れ
る
の
が
常
態
で
あ
ろ
う
。
ａ
支
部
で
は
、
生
産
委
員
会
で
毎
月
の
生
産
計画と合わせて残業について協議し、基準を超える残業については事前の協議で平常はほとんど工場側の要望を容れ
てきた。しかし、組合・組合員にとって重要な影響があるときは、組合は交渉の姿勢で臨むことになる。
第二に年次有給休暇の取得についてみよう。この休暇取得の自由についてなんらの制限を加えないことが、行動綱
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一○一
第２表年次有給休暇の取得率別支部数（鉄労協大手）
F1
L」 職場レベルの諸問題の処理方式
計
日
躍
山
佃
宏
一
聿
晦
防
回
の
処
理
方
式
一○二
領の調う原則である。しかし、現実には取得しにくい事情があり、取得されないまま無効
となる例も少なくない。強力な交渉をしばしば行なってきたａ支部の場合でも、年次有給
休暇は事務系で五○’五五％（昭和四四’四八年）しか消化されていない（現場では七五
’八○％）。ａ支部のこの数字があらわれている鉄労協（全国金属以外を含む）の調査で
同じ比率の分布は第２表のとおりで、事務系現場系の差を含みつつ高まっているものの差
異が目立つ。最も率の高いのは、全国金属のｔ支部（現場）で九○’一○○％に達する。
この支部はｂとともに鉄骨・橋梁の分野で指導的な役割を果しているところである。
年四次有給休暇取得の具体的手続では、残業の場合と同様、班長らの役付層が重要な役割
を果している。休暇がとりにくい理由は、経営末端にある作業集団の一員として、仕事が
優先する傾向が強いためであるが、具体的には、要員数が十分であるかどうか、技術の性
格
、
労
使
の
態
度
が
関
連
し
て
い
る
。
ま
た
一
般
に
、
仕
事
が
優
先
し
が
ち
で
あ
る
こ
と
の
ほ
か
、
病
気、家事などで欠勤せざるをえないとき、有給休暇として休む、また、それを予定して休
暇
を
残
し
て
お
く
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
る
。
病
気
欠
勤
日
が
有
給
で
あ
っ
て
も
、
一
時
金
に
影
響
す
る
企
業
は
多
い
。
そ
こ
で
、
組
合
が
年
次
有
給
休
暇
の
権
利
の
行
使
を
呼
び
か
け
、
効
果
が
あ
ら
わ
れ
る
に
は
、
要
員
数
、
欠
勤
の
扱
い
、
一
時
金
・
昇
格
等
へ
の
は
ね
返
り
そ
の
他
、
関
連
条
件
が
整
備
さ
れ
て
い
る
必
要があると思われる。賃金面との関係は次項に譲り、事例をみよう。
ｃ
支
部
の
場
合
、
班
長
に
申
し
出
て
ほ
と
ん
ど
問
題
な
く
承
認
さ
れ
る
。
組
立
工
程
で
は
、
コ
ン
ベ
ア
計
１１１１
20％未満 20％～
３１
40％へ=
６１
60％～
１４
80％～
１４
事務系
現場系 ０１１１ ３ ６２ ５際 ９０％～１１４
－
で
労
働
対
象
が
流
れ
る
か
ら
、
休
暇
を
と
る
者
が
出
れ
ば
、
代
替
要
員
が
必
要
に
な
る
。
組
立
工
程
で
は
、
班
長
は
三
名
程
度
の
組
長
と四○’五○名の一般作業者を統轄しており、休暇をとる者が分散している限り代替に問題はない。会社は、在籍者
の九二％の出勤を見込んで配置しているとしている。しかし、若い労働者の多いこの工場では、連休前後などに集中
す
る
こ
と
も
あ
り
、
労
組
と
し
て
も
や
む
な
く
、
ラ
イ
ン
を
と
め
な
い
た
め
協
力
す
る
よ
う
、
非
公
式
な
呼
び
か
け
を
行
な
う
こ
と
が
あ
っ
た
と
い
う
。
ま
た
、
ま
れ
に
休
暇
が
と
れ
な
い
と
い
う
苦
情
が
支
部
に
も
ち
込
ま
れ
る
こ
と
が
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
の
問
題
は
た
か
だ
か
年一’二回程度起るにすぎず、支部が休暇の取得について関与することはまれである。この手続のもとで、現場の休
暇取得率は一○○％に近い。しかし、ｃ支部でも、昭和四六’四七年の人員整理後、一人当り仕事量が増大し、一般
作
業
者
の
責
任
が
重
く
な
り
休
暇
が
と
り
に
く
い
と
の
声
が
出
て
い
る
。
一
方
、
ｄ
支
部
で
は
、
協
約
に
よ
り
取
得
手
続
は
次
の
と
お
り
となっている。「組合員が有給休暇をとるときは、休暇当日の始業時間までに休暇の予定日数を届け出るものとする。
た
だ
し
、
会
社
は
業
務
上
や
む
を
え
な
い
と
き
は
、
こ
れ
を
他
日
に
振
り
替
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
」
ｄ
支
部
の
現
場
で
は
、
こ
の
但
し
書きが適用されることはほとんどなく、申し出て変更を求められる例はない。この場合、係長ｌ班長ｌ一般の職制系
列で、班長が届け出をうけて仕事との関係を調整するが、その仕方は、例えば、緊急の仕事を優先し、その他は後に
回し、一部の機械は運転しないといったものである。大型のＮＣ機等は運転をとめないようにするが、この種の機械
の運転は、三’四年も経験があれば誰でもできるため、代替の者を見出すのは容易であるという。現場以外では休暇
を使い尽くさずに終わる者も少なくない。この支部でも、年次有給休暇の取得について支部が関与することはほとん
ど
な
か
っ
た
。
以上の事例では、日常、年次有給休暇の取得にあたって支部が積極的に関与することは少ないが、支部が組合員の
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一○三
場合、経営と酢
とすれば、日舎
同様であろう。
職場ヒヘルの諸問題の処理方式
一○四
取得の権利を強調し、また、労使関係全般に戦闘的な姿勢で、要員の確保、人事考課の廃止・改善などにも取り組む
場合、経営と監督者の態度を変えさせることも可能であって、支部がこの問題についてなんらかの役割を果している
とすれば、日常運営や手続ではなく一般的条件形成の分野においてであろう。この点は、生理休暇の取得についても
全
国
金
属
の
組
織
範
囲
で
も
、
個
人
の
賃
金
は
、
年
齢
別
格
差
を
中
心
に
性
別
、
学
歴
別
等
の
属
人
的
要
素
に
よ
っ
て
決
め
ら
れ
る
傾
向
が
強
い
。
し
た
が
っ
て
個
々
の
職
場
に
お
い
て
、
労
働
と
賃
金
の
関
係
が
問
題
と
な
る
こ
と
は
比
較
的
少
な
い
。
し
か
し
、
技
術
革
新
に
よ
っ
て
、
基
本
給
の
序
列
と
技
能
の
序
列
が
照
合
し
な
く
な
り
、
若
年
層
が
不
満
を
表
明
し
て
い
る
等
、
仕
事
や
能
力
を
賃
金
に
反
映
させる要求がある場合の問題、能率給の適用される場合の運用をめぐる問題、職務給等仕事と関連した賃金体系が採
行動綱領は、賃金について、数個の原則を掲げている。積極的なものは、賃金水準の大幅引上げ、全国全産業一律
最
低
賃
金
制
の
実
現
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
原
則
を
婦
人
、
青
年
労
働
者
に
適
用
す
る
こ
と
、
賃
金
構
成
と
支
払
方
式
の
簡
素
化
が
あ
る。消極的表現をとっているものとしては、人種、性別、信条等にもとづく賃金の差別、職務給、生産性賃金（成果
配
分
方
式
）
、
安
定
賃
金
、
所
得
政
策
反
対
の
五
項
目
と
な
っ
て
い
る
。
積
極
的
な
要
求
の
半
面
は
、
現
行
最
低
賃
金
制
反
対
、
資
本
の
複
雑
な
賃
金
管
理
反
対
で
あ
る
か
ら
、
賃
金
水
準
の
引
上
げ
を
除
い
て
は
、
政
府
や
資
本
の
政
策
を
批
判
し
て
い
る
の
が
特
徴
で
あ
る
。
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
原
則
は
当
然
の
前
提
と
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
そ
れ
が
、
行
動
の
基
準
と
し
て
具
体
的
に
何
を
意
味
す
る
か
、
明
確
に
さ
れ
て
い
な
い
。
八
賃
金
の
配
分
、
体
系
、
形
態
用されている際や、特殊作業手当等に伴う問題があり、これらは、他の職場との関連があり、事業所（企業）・支部
間で解決されなければならない。そこで賃金をめぐる問題としては、支部レベルの賃上げの配分、賃金体系の改訂に
あたり、仕事の要素をどのように反映するか、が重要となろう。この問題を中心に検討することとしよう。
全国金属では、昭和四三’四四年に「中央賃金委員会」で、賃金制度面を中心とする討議を行なった。これは行動
綱領の賃金に関する政策を具体化し、それまでの要求方式について検討するためであった。それまでの要求方式は、
配分に関していえば、一律部分を重視し、最低層を引き上げることを中心とするものであったが、このために中高年
層
の
賃
金
が
相
対
的
に
伸
び
悩
む
傾
向
が
出
て
い
た
。
委
員
会
で
は
、
能
力
、
仕
事
の
要
素
を
賃
金
に
反
映
す
べ
き
だ
と
す
る
組
合
員
の
要
望
が
広
く
出
て
お
り
、
ま
た
大
学
卒
の
者
が
、
そ
の
能
力
を
評
価
せ
よ
と
要
望
し
て
い
て
、
こ
れ
ら
に
組
合
が
い
か
に
対
応
す
べ
き
か
が
問
題
と
な
っ
た
．
し
か
し
、
委
員
会
の
議
論
は
深
め
ら
れ
ず
に
終
わ
っ
た
．
そ
の
理
由
は
、
い
わ
ゆ
る
年
功
賃
金
Ｉ
参
加
者
に
意
見
の
一
致
は
な
い
ｌ
が
存
続
す
る
で
あ
ろ
う
と
い
う
判
断
が
あ
り
、
ま
た
、
仕
事
の
側
面
を
賃
金
制
度
に
導
入
し
よ
う
と
す
る
と
、
資
本
の
側
の
職
務
給
化
の
政
策
に
乗
ぜ
ら
れ
て
し
ま
う
と
い
う
経
験
が
あ
っ
た
た
め
の
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
討
議
の
結
論
は
、
仕
事
の
要
素
に
はふれず、一律プラスアルファを従来どおり基本としてゆくこととし、年齢別最低保障がある場合はプラスアルファ
の中で追求されるべきものとした（資料六八号、昭和四四年九月）。
全国金属は、組織分野が多くの業種に及び、企業規模も中小を中心としつつも幅が広いことから、もともと個別企
業
的
性
格
の
強
い
賃
金
体
系
に
つ
い
て
も
、
支
部
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
差
異
が
大
き
く
、
仕
事
と
賃
金
の
関
係
も
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
事
例
に
つ
い
て
み
よ
う
。
ａ支部の場合は、個人の賃金は、ほぼ年齢別に決まっているといってよい状況にあり、また賃上げの配分について
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一○五
組合側の要求がそのまま認められる慣例があるが、支部は、一律プラス年齢別一律を中心に配分を要求してきた。大
学卒の者の賃金が一般水準より低く、是正した年があるほか、組合員の一部から、能力が反映されないことに対する
不満が出て、個人差をわずかに認めるようになった。この査定部分は、成績のよい者に積み増すという発想で、ま
た
、
そ
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
会
社
側
が
協
定
さ
れ
た
基
準
に
つ
い
て
案
を
出
し
、
支
部
が
チ
ェ
ッ
ク
し
て
い
る
。
ｃ支部の場合、組合員の職種に作業環境の悪いもの等があるがく職務に関連した配分を行なえという声は特にあら
わ
れ
て
い
な
い
。
仕
事
と
関
連
の
あ
る
賃
金
項
目
と
し
て
は
、
役
付
手
当
が
主
な
も
の
で
あ
る
。
こ
の
支
部
の
場
合
、
昭
和
三
七
年
に
で
き
た
賃
金
規
定
に
よ
れ
ば
、
基
本
給
は
、
五
等
級
か
ら
成
る
「
職
能
給
」
で
あ
っ
た
。
た
と
え
ば、二股製造作業員」は一級職、「中堅作業員」、組長の一部、班長の一部は二級職、「専門技能員」、一部の班長は
三級職等となっており、各等級については、青天井の号俸が設けられていて、個人は能力に応じ適当な号俸に位置づ
けられる制度であった。当初賃上げは、等級別に行なわれ、上位等級の賃上げ額が高かった。支部はこれに対し、一
律
プ
ラ
ス
月
収
比
例
の
配
分
を
要
求
し
、
一
等
級
か
ら
二
等
級
へ
は
自
動
進
級
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
配
分
が
積
み
重
ね
ら
れ
た
結
果
、
最
近
で
は
、
基
本
給
は
ほ
ぼ
男
女
別
の
年
齢
別
賃
金
の
ご
と
き
も
の
と
な
り
、
職
務
と
の
結
び
つ
き
は
ほ
と
ん
ど
な
く
な
っ
て
き
た
。
職
種
差
を
つ
け
、
あ
る
い
は
査
定
を
入
れ
る
要
望
は
Ｃ
社
Ｉ
Ｃ
支
部
間
の
交
渉
の
沿
革
か
ら
、
反
組
合
的
な
も
の
と
み
な
さ
れ
、
組
合
の
討
議
の
場
に
は
登
場
し
な
い
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
支
部
は
昭
和
四
三
年
春
闘
で
初
め
て
個
人
別
配
分
を
要
求
の
際
か
ら
明
ら
か
に
し
、
妥
結
に
あ
た
っ
て
も
個
人
の
賃
金
改
訂
が
公
表
さ
れ
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
会
社
側
は
年
齢
を
一
才
低
く
計
算
す
る
と
と
も
に
、
協
定
に
な
い
「
設
計
手
当
」
や
査
定
を
つ
け
た
。
設
計
手当について、組合史は、「……明らかに差別支配強化であり、
とくに現在、直接部門、間接部門ともガッチリ手を握っているので何とか切りはなそうとし、組合を破壊しようとす
職場レベルの諸問題の処理方式
一○六
第３表Ｃ社の職制と資格制度
職制区分
(役付手当） 繍蜀|賃金等級|滞留轍職場レベルの諸問題の処理方式
１級 ４年
般
職 ２級 ５年
３級 ３年
担 任
４級 ３年組 長 (2,000）監
督
職
(４，０００） 畠Ｉ主任
（４，０００）
４級 ４年
班 長
任主(6,000） ４級
(6,000）
課長・主査
（２０，０００）
次長
（２５，０００）
部長
（３０，０００）
所
長
・
支
店
長
管
理
職 ５級
(注）製造ライン部門を除く他の部門の職制は課長，主査以上の承。
使
役
付
・
資
格
手
当
で
あ
る
。
こ
の
企
業
は
昭
和
三
○
年
代
に
従
業
員
が
急
増
し
、
そ
の
際
に
は
役
職
の
ポ
ス
ト
も
増
加
し
た
が
、
そ
の
後
は
人
員
整
理
な
ど
で
逆
に
急
速
に
減
少
す
る
一
方
、
勤
続
年
数
も
平
均
的
に
長
く
な
り
、
昇
進
の
頭
打
ち
が
起
っ
た
。
そ
こ
で、会社側は役職のポストを増やし、
主
任
、
担
任
、
職
長
、
主
査
な
ど
を
新
設
し、組長も一級から三級の一一一種類に分
け
る
と
い
っ
た
救
済
策
を
講
じ
た
。
さ
ら
に
昭
和
四
八
’
四
九
年
に
は
ポ
ス
ト
に
つ
け
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
役
職
に
見
合
う
資
格
を
与えて、資格手当を支給する制度を会
社
が
計
画
し
た
。
こ
の
資
格
制
度
に
つ
い
て、会社側は、昇進頭打ちの解消と併
一○七
る
も
の
で
あ
る
」
と
論
じ
て
い
る
。
現
在
、
賃
金
と
仕
事
の
関
連
で
検
討
を
要
す
る
も
の
職場レベルの諸問題の処理方式
一○八
せて能力主義的な運用を行なおうとしたが、支部は、競争を激化させ組合員の団結に有害とみなして反対した。昭和
四八年一○月には第３表のような内容の、「職制の整理並びに資格制度実施に関する協定書」が締結された。これに
よると、賃金等級の「昇級」と資格の「昇進」が、広い範囲にわたって自動的に行なわれるようになっている。した
がって当社の場合、資格手当は仕事との関連が薄く、組合の政策はこれを促進するものであった。
ｄ支部では、現行の賃金体系は昭和三六年にできており、基準内賃金に「職務給」の項目がおかれ、協約にも明示
されているが、会社は全国金属の反対を考慮して、実際は導入していない。個人別賃金は、毎年の賃金改訂（定期昇
給と賃上げの融合したもの）を通じて形成されている。支部は昭和四一年から、詳細な配分の内容を指定するように
なっている。昭和四九年春闘では、基本給について、基本給リンク、査定、年齢別一律、調整の項目により引き上げ
た。このうち基本給リンクが最も比率が高く、調整は、企業内最低賃金（年齢×一、○○○円十五○、○○○）未満
の者の引上げと、三○’一一一五歳層の是正であった。
また年齢別一律は、年齢五歳区分ごとに年齢の高い者ほど高い固定額であった（二、’一一○○’一一一、○○○円）。全
体として年齢別傾斜をもつが、毎年の査定により会社からみた能力差が拡大される可能性もある配分であった。同年
は生活諸手当と、資格手当（この企業では役付手当はない。職制と対応する資格があり、役付に見合う資格者に手当
が支払われる）が引き上げられた。査定部分については、縮小することを求める組合員の要望が多いが、他方歴史的
経
過
や
、
勤
務
状
態
の
差
が
あ
る
場
合
に
均
等
に
扱
う
こ
と
に
対
す
る
反
対
も
あ
り
、
組
合
側
か
ら
査
定
分
を
含
む
要
求
を
出
し
て
い
る。以上一一一例では、仕事と賃金を結びつけようとする支部の方針は見受けられない。しかしこれとはやや異なった動き
を示した事例もある。例えば、ｈ機械支部（組合員約七○○名）は賃上げを、職種を基礎に配分している。また、ｔ
精密機器支部は、東京における全国金属の拠点の一つであるが、昭和四五年末に支部に対し、定年を延長する条件と
して賃金体系を改訂し、仕事給を導入することが提案され、これを契機に、翌年夏から翌々年春にかけて組織をあげ
て討論が行なわれた。会社提案を検討するため設けられた特別委員会の結論および執行部の見解は、会社提案に対し
て否定的であった。職場討議に付された執行部見解は、大要次のような趣旨のものである。第一に、会社提案は水準
の
低
さ
を
配
分
の
問
題
に
す
り
か
え
て
い
る
。
年
配
者
の
賃
金
が
高
い
と
は
い
っ
て
も
、
そ
の
生
活
が
保
障
さ
れ
て
い
な
い
。
若
年
層
等
の賃金はこれよりもさらに低い。第二に、会社の仕事給では職務評価、人事考課が、管理者の運用に任される。賃金
決
定
基
準
は
明
確
で
納
得
性
が
あ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
会
社
提
案
は
こ
の
条
件
を
欠
い
て
い
る
。
第
三
に
、
現
行
の
賃
金
体
系
は
、
支
部
が
自
主
的
に
検
討
し
、
会
社
と
の
力
関
係
の
中
で
実
現
し
て
き
た
も
の
で
あ
り
、
矛
盾
が
あ
る
こ
と
は
事
実
だ
が
、
そ
れ
は
団
結
を
強
め
る
方
向
で
自
ら
解
決
の
努
力
を
す
べ
き
で
あ
る
。
第
四
に
、
職
級
ご
と
の
仕
事
数
が
固
定
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
か
ら
、
会
社
の
提案では、組合員の競争、不団結が強まる。第五に、支部としては、体系の変更より水準の引上げを優先すること、
賃金格差は基準が明確で納得性をもつものであるべきこと、将来賃金が上がる体系が望ましいこと、以上の理解にも
とづき支部として検討を続ける。
ところで、この執行部提案の職場討議の過程で、会社側の新体系に賛成し、労使の専門委員会で、評価基準、考課
基準等を設定すべきだという案が五つの委員区（委員は中間議決機関構成員）から提案された。この提案は結局、委
員
会
で
否
定
さ
れ
た
が
、
提
案
は
職
務
評
価
、
人
事
考
課
等
の
基
準
ま
た
は
運
用
に
組
合
が
関
与
し
、
そ
の
限
り
で
仕
事
・
能
力
と
賃
金
とを具体的に関係づけてゆく態度を示したものであった。このような場合、他産業では、職場におけるさまざまな仕
職場ピヘルの諸問題の処理方式
一○九
行動綱領に明記されてはいないが、個人の賃金の決定にあたり、人事考課により差をつけられることに、総評系組
合
は
一
般
に
反
対
で
あ
り
、
全
国
金
属
も
同
様
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
、
行
動
綱
領
に
書
か
れ
て
い
な
い
の
は
、
あ
え
て
い
う
ま
で
も
な
か
ったためかもしれない．しかし、瓠支部でも、年齢給的な配分に不満が出て、人事考課的要素をｌ慎重な配慮のも
とにではあるがｌ導入したし、ｄ支部でも、組合側から要求していることは既に述べたとおりである．人事考課によ
る賃上げの配分、または昇給がある場合、支部の態度として考えられることは、まずその方法、基準あるいは具体案
ぱ
、
個
別
の
労
働
者
の
労
倒
に考えてよいであろう。
職場レベルの諸問題の処理方式
二
○
事と、それに従事する労働者の格付基準や具体的運用に、組合役員、職場委員等が関与することになる。多くの場
合、事柄の専門技術的性格からその関与の仕方は協力的協議である。先の中央賃金委員会では、結局このようにする
と資本に主導権を奪われ、資本に有利な職務給になってしまうという経験にもとづく判断が有力であった。
さ
て
、
ａ
、
ｃ
、
ｄ
各
支
部
で
は
い
ず
れ
も
、
職
員
・
工
員
の
身
分
差
を
な
く
し
、
現
場
労
働
者
の
賃
金
を
日
給
か
ら
月
給
に
変
え
る
運動があり、いずれも成果をあげている。中央賃金委員会でも月給化の主張がなされており、これは全国金属のほぼ
一般的方針とみなすことができよう。労働と賃金との直接的対応関係は、日給の方が月給より密接であるとすれば、
こ
こ
で
も
組
合
の
政
策
は
、
両
者
の
関
係
を
弱
め
る
方
向
に
あ
っ
た
。
こ
の
直
接
的
な
狙
い
は
、
同
じ
組
織
の
構
成
員
に
関
す
る
差
別
を
な
く
し
、
賃
金
収
入
を
安
定
化
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
、
経
営
側
は
、
長
期
継
続
的
雇
用
関
係
が
事
実
と
し
て
現
場
労
働
者
に及んでおり、短期的に労働と基本賃金を対応させる必要はなく、これが組合の要求を受け入れる一つの条件となっ
たと思われる。経営にとっては、労働者が、年間一定日数以上出勤し、一定労働時間以上労働することが期待されれ
ば、個別の労働者の労働時間に正確に対応して賃金を支払わなくとも支障はない。仕事と賃金の関連についても同様
を組合側にとって不利にならないよう協定することであって、ａ支部はその例である。第二に、個人の賃金改訂にと
もなう苦情を処理することである。ただし、個人の苦情を支部が受付けた場合、経営の機能である人事考課を支部が
支持し、説得に回らざるをえないことがあり、労働組合として困難がある。ａ支部の場合は、実際に苦情が提起され
る例は少数にとどまった。ｔ支部では、賃上げと別に昇給があり、査定について会社側の案が決まった後、人事部と
労組間の調整を経て辞令が発令され、辞令交付後、職制を通じる苦情処理と組合経由の苦情処理があり、人事考課に
ついて組合に苦情が少数ながら提起されている。昇給、賃上げ配分に関する人事考課が行なわれる場合、生産現場で
は、組合員である、班長、組長などが実質的に第一次考課にあたることが多い。彼らは、作業集団の指揮者としての
位置を占め、苦情の申し立ては集団の調和を乱すものとうけとられがちであり、また、査定の不当性を立証すること
が困難である。これがこの種の苦情のあまり出ない理由であろう。
能率給は、しばしば職場問題の主要な課題である。周知のとおり能率給の採用率は低く、また、ａ支部の生産奨励
金のような工場単位の能率給は、配分の基準を個人の賃金に求めているので、支部全体の問題となるが、個別職場の
問題にはならなかった。そこで個別の職場で、労働量と賃金率の関係（標準時間と時間当り賃金率、標準作業量と出
来
高
当
り
賃
金
率
）
が
決
定
さ
れ
、
そ
の
際
な
ん
ら
か
の
交
渉
が
行
な
わ
れ
る
例
は
今
日
で
は
多
く
な
く
、
全
国
金
属
傘
下
で
も
同
様
と
思われる。この一つの例をあげると、やや古いが昭和四三年に昌運工作大船支部（神奈川）の例が紹介されている。
当時ここでは、全職場に、組合の「能率給委員」がいて、標準時間を会社側と交渉していた。標準時間は交渉力によ
り
差
が
出
る
と
こ
ろ
か
ら
、
組
合
に
よ
り
ブ
ロ
ッ
ク
間
の
調
整
が
図
ら
れ
て
い
た
。
ま
た
、
能
率
給
は
、
標
準
の
一
三
○
％
以
上
の
能
率
に
関
し
て
二
分
の
一
ハ
ル
セ
ー
割
増
制
が
と
ら
れ
て
い
た
が
、
平
均
的
な
能
率
は
一
六
○
％
く
ら
い
で
あ
っ
た
。
こ
れ
は
、
交
渉
の
積
み
職場レベルの諸問題の処理方式
一一一
こ
の
項
目
に
つ
い
て
は
、
職
場
問
題
と
し
て
は
、
仕
事
の
質
・
量
と
賃
金
の
関
係
を
中
心
と
し
て
検
討
し
た
。
企
業
ご
と
の
技
術
的
・
経
営
的
条
件
、
賃
金
制
度
の
沿
革
に
よ
っ
て
、
現
実
が
多
様
で
あ
り
、
支
部
の
対
応
策
も
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
概
し
て
い
え
ば
、
仕
事
と
賃
金
を
対
応
さ
せ
よ
う
と
す
る
組
合
側
か
ら
の
動
き
は
な
く
、
最
近
で
は
、
年
齢
を
加
味
し
生
活
の
必
要
を
反
映
し
た
配
分
が
追
求
さ
れ
て
き
た
と
い
え
よ
う
。
近
年
、
労
働
の
質
や
勤
務
状
態
を
賃
金
に
反
映
す
べ
き
だ
と
す
る
意
見
を
無
視
し
え
な
い
状
況
に
あ
る
。
た
だ
、
この種の配分がおこなわれても、実際の賃上げの配分の中で占める比率は高くないと考えられる。支部が、査定部分
を
認
め
ざ
る
を
え
な
い
例
も
あ
る
が
、
配
分
の
細
目
ま
で
支
部
が
規
制
し
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
も
間
違
い
な
い
と
こ
ろ
で
あ
ろ
う
。
職
務
給
・
職
能
給
・
資
格
給
等
に
つ
い
て
は
、
支
部
は
行
動
綱
領
に
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
否
定
的
で
あ
る
と
み
て
よ
か
ろ
う
。
こ
の
よ
う
に
み
る
と
、
賃
金
の
配
分
と
体
系
は
、
全
国
金
属
各
支
部
で
は
職
場
レ
ベ
ル
の
問
題
と
し
て
よ
り
は
、
企
業
・
事
業
所
レ
ベ
ル
の
問
題
と
取
り
扱
わ
れ
る
傾
向
が
強
い
と
い
え
よ
う
。
職場レベルの諸問題の処理方式
一一一一
重ねにより標準を引き下げてきた結果であった。本工が休んだとき社外工が二○○％の能率を上げたことがあり、会
社
は
標
準
を
厳
格
に
し
よ
う
と
試
み
て
い
た
。
個
人
的
に
は
社
外
工
に
近
い
能
率
を
上
げ
る
こ
と
は
一
時
的
に
不
可
能
で
は
な
い
が
、
そ
れ
が
一
般
の
基
準
と
な
る
こ
と
を
警
戒
し
て
能
率
を
抑
え
、
ま
た
、
社
外
工
が
本
工
の
仕
事
に
つ
く
こ
と
を
制
限
し
よ
う
と
し
て
い
た
（資料五七号、昭和四三年一月）。作業集団の代表者が標準時間について交渉していること、作業集団が長期的な集
団
の
利
益
を
守
る
た
め
能
率
を
自
主
的
に
規
制
し
て
い
る
こ
と
等
、
能
率
給
を
め
ぐ
る
典
型
的
な
事
態
と
し
て
知
ら
れ
て
い
る
も
の
が
発
生していた。
行動綱領は、労働者の健康と安全に関して詳細に論じ、この問題を重視していることを窺わせる。企業内の問題に
ついては、各種の共通的要求が掲げられているが、労働災害と職業病を未然に防止するために「系統的にたたかう」
ことを中心としていると解される。労働組合は、安全委員会の労働者側委員に「執行権」を与えることなどにより、
安全衛生措置に労働組合の発言力を強めようとしている。また、労働災害や職業病が発生した場合、「経営者に民事
上、刑事上の責任をとらせる」とする。
これらの問題について、全国金属では昭和四二年から秋闘を組織して今日に至っている。秋闘は、九月ごろ行なわ
れる支部の定例大会と、年末一時金闘争の間に狭まれた日程にあって、会社との交渉期間が短いこと、賃金問題に比
較して支部全体として闘争を盛り上げがたいことなどのため、問題を提起しても解決に至らず、一時金闘争、春闘に
ずれ込む傾向があった。ａ支部もその例であった。一方、ｃ支部の組合史によると、組合の結成（昭和三四年）のと
き
か
ら
、
更
衣
室
、
便
所
の
改
善
を
含
む
職
場
問
題
が
会
社への重要な要求になっており、その後も職場環境の改善につい
て、主要闘争の中で要求が出されてきた。したがって、中央本部の指導による秋闘以前にも、また、秋以外の時期に
も
各
支
部
で
、
関
連
し
た
闘
争
が
行
な
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、
全
国
金
属
の
支
部
で
は
秋
闘
を
中
心
と
し
て
、
労
働
者
の健康と安全に関する問題が、対経営者交渉の場で取り上げられてきたが、問題の種類は、災害補償、災害・職業病
発生後の対策、安全衛生管理、作業・労働環境の改善に大きく区分することができよう。このうち職場問題の性格が
強
い
の
は
第
四
の
も
の
で
あ
る
．
災
害
補
償
に
つ
い
て
は
、
企
業
独
自
の
補
償
１
－
公
の
労
災
補
償
を
上
回
る
部
分
ｌ
が
全
国
組
織
の
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一一一一一
九
安
全
衛
生
と
作
業
環
境
職場レベルの諸問題の処理方式
一一四
闘争目標に掲げられ、それぞれの支部では、労働条件に関する場合と同様に、支部組合員全体の要求として交渉を進
め、妥結に至っている。労働災害が発生した場合は、まず事故の実態と原因を明らかにすることが必要となる。慢性
的職業病のような場合は、事実の評価自体、労使間の意見が対立する。たとえば、ｄ支部では、昭和四一年に、製缶
職場から職業性難聴が発生しているので、補聴器を支給せよとの要求が出て交渉が行なわれて以来、問題が未解決の
まま推移していたが、四七年に至り、労使間の懇談会、専門委員会を経て労使間の協議がまとまり、労災として認定
された場合と、「労災と認定されないが職業性難聴と判断された者」について見舞金を支給することを協定した。ｃ
支
部
で
は
、
人
員
削
減
後
、
労
働
負
担
が
増
大
し
、
職
業
病
が
、
い
く
つ
か
の
職
場
で
発
生
し
た
。
ｉ
分
会
の
青
婦
部
機
関
紙
は
、
大
要
支部では、人員削挫
次のように述べる。
「
製
品
の
大
型
化
に
よ
り
体
調
が
お
か
し
い
。
こ
れ
ま
で
な
か
っ
た
こ
と
だ
が
、
疲
れ
が
翌
日
に
な
っ
て
も
直
ら
な
い
。
ド
リ
ン
ク
剤
を飲み、胃腸薬を欠かせない。神経を集中できず目がかすむ。離席してトイレにも行けない。職場の中は半田の煙
でいっぱい。無理な作業姿勢をとっている人もいる。このままであと一’一一年たてば五体満足で健康な体である筈
がない」（昭和四八年三月一日、要旨）
皇
）
の
よ
う
な
状
況
の
下
、
Ｉ
工
場
の
特
定
職
場
で
、
同
年
職
業
病
の
症
状
を
も
つ
者
が
多
数
発
生
し
た
際
は
、
夏
季
一
時
金
闘
争
に
あ
たり改善を要求し、会社側も社外機関による環境条件の調査、特殊健康診断、施設の改善を行ない、増員を約束し
た。また、Ａｓ工場検査課で、以前一三名の配置人員が四名に減った後、腕が上がらないなどの症状を訴える労働者
が出て、分会は労働基準局にも働きかけ、職業病と認定させている。ｃ支部では、これらの職業病は会社の責任によ
って発生したものであるから、労働時間内に有給で、費用会社負担で治療をうけられるよう要求し、実現している。
次に、安全衛生管理については、通常の意味での経営による一方的管理にとどめず、労働組合がなんらかの形で発
言
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
重
大
災
害
の
発
生
し
や
す
い
技
術
条
件
に
あ
る
ａ
支
部
の
場
合
、
最
近
で
は
支
部
幹
部
が
参
加
し
て
安
全
衛
生
に関する方針を立案する安全衛生委員会から、職場委員が実行委員として参加し、指揮権のある安全パトロールに至
る重層的な委員会制度等の機関が、労使の合意により成立しているが、支部が安全衛生に関しては労使一体として把
握していることが特徴的であった。施設の改善等については安全衛生委員会で協議し、困難があれば、実質的団体交
渉の場である経営協議会で取り扱うことになっている。一方、ｃ支部では、最近まで安全衛生委員会がなく、労働基
準
監
督
署
の
指
示
に
よ
っ
て
よ
う
や
く
設
置
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
Ｃ
社
Ｉ
Ｃ
支
部
間
で
は
、
団
体
交
渉
の
延
長
と
し
て
安
全
衛
生
問
題
が
処
理
さ
れ
て
き
て
お
り
、
従
業
員
代
表
の
参
加
に
よ
る
安
全
衛
生
委
員
会
と
い
う
協
力
、
参
加
の
方
式
は
、
両
当
事
者
間
の
厳
し
い
対立関係にそぐわないものであったと考えられる。ａ支部の場合も、支部が安全問題に積極的に取り組み始めた当初
は、ｃの場合と似て、労使が対等の立場で協議決定することを要求し、また、業務に起因する労働災害や職業病は、
会社の責任であるとし、会社が全額負担で予防や補償を行なうべきであることを主張している。この態度で活動を積
み重ねるうちに、安全・衛生問題に関する労働組合側の要求が会社に受け入れられるようになり、一体的な関係が成
立したとみられる。労使一体的といっても、労働側の発言力が強いのである。ｄ支部は、他の事項から推測されるよ
うに、職場における労使の対立はこれまで厳しくなかったことを背景に「安全問題は会社も組合もない、撲滅するこ
とにともに努力することで今日まで進められてきました」と、同じく安全について労使一体の立場を主張している。
職
場
レ
ベ
ル
の
諸
問
題
の
処
理
方
式
一一五
以上の例では、組合は職業病の発生を支部全体の重要な問題として取り上げ》交渉的な姿勢で処理しているといえ
る
。
以
上
の
三
つ
の
問
題
に
比
較
し
て
、
作
業
環
境
や
日
常
の
労
働
と
密
接
に
関
連
し
た
施
設
や
条
件
を
め
ぐ
る
問
題
は
ｌ
事
業
所
全
体
に関ることもあるが、またＩ個別職場固有の問題であることが多く、全国金属としては、これを職場組織の交渉事
項としてゆく方針を最近打ち出している（四参照）。もちろん、個別職場の問題を支部全体として取り上げることも
可能で、従来の一般的な取扱いはこの種のものであったとみられる。個別職場のこの種の問題は数が多く、たとえば、
ａ支部の工場移転後の調査で、各自の職場を対象として、環境設備、生産のあり方について改善の要ありとした者
は、回答組合員の約一一一八○名の六割にも及んだ。この調査で約一三○名が具体的意見を併記したが、意見に重複した
ものはあまりなかった。新設工場という事情はあったにせよ、従業員五○○人前後の工場でこの種の問題は数多いこ
とが分かる。ａ支部では、関係の委員会でこれらの要望を絞り、執行部はさらに項目を限定して交渉にあたった。こ
の
よ
う
な
方
式
で
は
、
支
部
幹
部
が
重
要
視
し
た
も
の
や
、
各
職
場
に
共
通
な
事
項
は
交
渉
に
よ
り
解
決
に
至
る
が
、
そ
の
ほ
か
は
、
個
別職場や個人の不満として、解決されない可能性が強い。もっとも、多数の項目を事業所全体で取り上げ、交渉して
いる例もある。例えば、ｋ支部ｃ分会では、昭和四六年秋闘で職場点検を行ない、六○項目の環境および福利厚生改
善要求を出し、事業所レベルの交渉が行なわれ、数次の折衝のうえ妥結している。他方また、小規模な事業所では、
し
か
し
、
最
近
は
旅
定期大会議案書）。
て、組合が｛
－クである。
安全管理の面で注目すべき全国金属の政策として、ブロック別の安全パトロールがある。これは企業・支部を超え
、組合が安全点検を行なうもので、困難な争議の支援と同様な広がりをもった活動が日常行なわれている点で１一一
職場レベルの諸問題の処理方式
一一一ハ
最近は施設改善などについて交渉的な姿勢をとることを含意する方針を打ち出している（昭和四九年九月、
先の例で、ａ支部では、クレーン数を増加せよ、仕事の流れを円滑にせよ等、作業の遂行そのものに関し、労働者
が
不
満
を
も
っ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
が
、
こ
れ
は
、
後
に
経
営
改
善
要
求
ｌ
問
題
を
提
起
し
経
営
側
が
独
自
に
改
善
策
を
作
り
、
内
容
を
示
さ
せ
る
も
の
ｌ
に
発
展
し
た
．
し
か
し
、
収
集
し
た
事
例
で
、
経
営
問
題
が
取
り
上
げ
ら
れ
た
も
の
は
他
に
は
な
か
った。この種の問題で日常的小規模なものは、職制系列を通ずる管理活動の中で、また、重要性のあるものは生産委
員会、経営協議会の協議を通じて処理されることがあると思われる。ただ、組合は、生産そのものよりは労働力支出
職場レベルの諸問題の処理方式
一一七
ている。
衝、労崔
の、労」
られる。
職場ごとに固有な問題を区別するまでもなく、支部、分会として作業環境を問題とすることかできよう。以上のほか
に、職場組織が支部執行部の援助のもとに、あるいは連絡のみをとりつつ独自に交渉する場合がある。全体として
は
、
中
央
本
部
の
方
針
ど
お
り
に
で
は
な
い
が
、
さ
ま
ざ
ま
の
形
態
で
、
職
場
固
有
の
問
題
に
つ
い
て
交
渉
・
協
議
が
行
な
わ
れ
る
が、その中心的主題は作業環境や日常の労働にともなう施設改善であろう。具体的には、工場の物的、経営的条件に
よって左右されるが、作業それ自体を円滑に疲労・緊張なく行なうための要求、照明・通風の改善、冷暖房、騒音防
止等作業環境の改善要求、作業衣・安全帽・手袋等の支給要求、構内の通行、更衣室・休憩室等の日常の労働と不可
分の労働のための施設ｌ福利厚生施設というより生産施設に近いものｌに関する要求、生産・業務の遂行に密接
に関連した事項の運営の改善要求等がみられる。これらの要求は、いずれも集団的な不満や苦情としての性格をもっ
て
い
る
。
ま
た
、
そ
の
困
難
な
も
の
の
解
決
方
法
は
、
団
体
交
渉
の
延
長
と
し
て
の
職
場
交
渉
、
支
部
執
行
部
と
会
社
側
と
の
事
務
折
衝、労使協議などの形をとる。最終的には、支部は実力を背景として交渉にあたる。しかし、企業の経費が僅少なも
の
、
労
使
問
に
原
則
的
対
立
の
な
い
事
項
な
ど
に
つ
い
て
は
、
協
議
の
過
程
で
解
決
に
至
る
か
、
支
部
側
が
取
り
下
げ
て
い
る
も
の
が
み
福
利
厚
生
に
つ
い
て
、
行
動
綱
領
は
ほ
と
ん
ど
ふ
れ
て
い
な
い
。
た
だ
、
保
健
医
療
設
備
、
食
堂
を
ど
の
職
場
に
も
作
ら
せ
る
こ
と
を
要求している。しかし、現実には、組合員の要求によって、さまざまな活動が行なわれている。注目すべきものの一
つに工場給食改善闘争をあげることができよう。東京地本南部地協で、昭和四八年春闘にあたり、労働者の健康を守
る観点からこれを取り上げ、市価三○○円（当時の工場給食材料費が一○○円見当）程度の質のものを、会社七割負
担で支給することを基準に各支部いっせいに要求を行ない成果をあげたことが報告されている（資料二六号、昭和
四八年八月）。個別的に同様な要求が行なわれていることはいうまでもない。全国金属がここ数年行なってきた社会
保険料の負担割合の変更闘争は、社会保障の改善運動であるが、付加的給付の要求に分類することができよう。
さて、多方面な福利厚生施設は大企業の労務管理の重要な部分をなしており、会社側の目標の一つは、従業員の企
業帰属意識を高めることにあろう。企業の恩恵としてこれらが行なわれる場合に、その効果は高まると考えられる。
労働組合は、福利厚生を組合員の要求として交渉することによって、その性格を変えてきた。全国金属の各支部も、
同様の役割を果してきたと考えられる。ａ支部では、工場移転にあたり、福利厚生は重要な交渉項目で、新工場に付
設された厚生センターについて図面まで示して交渉している。福利厚生は、食堂・給食の場合のように、事業場内に
おける日常の労働生活と不可分のものもあるが、この場合も個別職場との関連は必ずしも密接でない。また、レクリ
エーション施設や文化体育活動の経費補助のように、日常の個別職場の労働と関連の薄いものもある。したがって、
職場レベルの諸問題の処理方式
の
環
境
と
条
件
に
い
っ
そ
う
関
心
を
示
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
一
○
福
利
厚
生
一
八
福利厚生に関する組合員の要求は、組織全体として問題になり、その主なものは、全国金属の場合、やはり、労働条
件
に
準
ず
る
団
体
交
渉
の
対
象
と
な
る
傾
向
が
強
い
と
い
え
よ
う
。
この領域で職場問題と間接的な関連を生じるのは、レクリエーションをめぐってであろう。会社行事として、社員
旅行や課対抗競技等がしばしば行なわれるが、この際には、職場集団が行事の基本的な単位となり、その集団の結合
を強める役割が期待されている可能性もある。他方、従業員の自主的な、文化・体育サークルや、組合の文化体育行
事
も
多
い
。
ａ
、
ｃ
な
ど
の
戦
闘
性
の
強
い
支
部
で
は
、
自
主
的
活
動
を
組
合
活
動
の
傘
下
に
入
れ
る
こ
と
に
成
功
し
て
い
る
。
例
え
ば、ａ支部では会社の文化体育補助金を支部が一括して受け取り、支部が各サークルに配分している。他方、Ｄ企業
は
文
化
体
育
関
係
に
多
額
の
支
出
を
行
な
い
、
従
業
員
の
掌
握
に
努
め
て
い
る
よ
う
に
見
受
け
ら
れ
る
。
文
化
・
体
育
サ
ー
ク
ル
は
、
経
営
の
公
式
組
織
と
関
係
の
な
い
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
集
団
で
あ
る
が
、
人
間
関
係
論
的
思
考
に
よ
れ
ば
、
労
働
者
の
行
動
の
基
準
を
与
え
る
役
割
を
果
す
可
能
性
が
あ
り
、
し
た
が
っ
て
、
こ
れ
が
経
営
に
組
織
さ
れ
る
か
、
組
合
に
組
織
さ
れ
る
か
は
、
労
使
の
力
関
係
に
影
響
す
る
は
ず
で
あ
る
。
管
理
者
・
監
督
者
と
一
般
従
業
員
が
、
職
場
組
織
と
職
務
を
離
れ
て
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
関
係
を
も
つ
こ
と
は
、
崩
れ
つ
つ
あ
る
と
は
い
え
な
お
一
般
的
な
傾
向
で
あ
り
、
社
員
旅
行
等
も
会
社
が
こ
の
慣
習
を
利
用
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
場
合、公式組織と非公式集団が重なっているとも考えられる。一方、組織攻撃にあたって、資本がこのようなインフォ
ーマルな関係を利用した事例は枚挙にいとまがない。
なお資本の、小集団を利用した管理はますます盛んである。全国金属は、批判的労務管理論の論者と同様にこれら
に対し警戒的であり、時には、これらを変質させる活動も行なってきた。
職場レベルの諸問題の処理方式
一
九
全国金属支部における職場問題の処理について概観した。若干の考察を行ないたい。
まず、職場は、経営末端の最小単位を基礎とするものと考えてきた。経営組織はこの上に、組、班、係、課などの
ピラミッドをなし、それらは多くの場合、場所的にも一体をなしている。工場では、通常、係、課などの単位は大き
く課長以上が管理職で非組合員となり、また、基礎単位ｌこれを一般的に班と呼ぶｌは組合員である班長によ
り統轄されている。交替制がある場合は、組をこの下に考えることができよう。班の大きさと内部構成は、生産の技
術的条件と組織方針によってさまざまであろう。班内における個人の作業的分業の状態は、個人作業で仕事の幅が大
きく各労働者の独立性が大きい場合から、個人の作業が細分化され、それが緊密に結びつけられている場合などがあ
る。班内の技術条件の違いはあるが、班長は、日常の作業の遂行について、班構成員の労働と関る次のような役割を
もつ場合が多い。まず班内の分担については、構成員ごとに核となる仕事の割当を行なう。これは班員の異動、欠勤
や諸休暇により、また班の行なう作業の種類、量に応じて常時調整されなくてはならない。構成員はさまざまな熟練
度にあるから、これらの点も考慮して仕事を割り振り、本人もまたそこで困難な仕事、欠員を補う仕事、班内の業務
を円滑にするための仕事を分担する。仕事量が多ければ、残業を誰がどのくらいするかを予定し、指示したり協力を
求めたりしなくてはならない。年次有給休暇の取得について申し出があれば、仕事との調整をし、時には変更につい
て
な
ん
ら
か
の
働
き
か
け
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
ま
た
、
昇
給
と
賃
上
げ
の
配
分
に
関
し
て
人
事
考
課
の
あ
る
場
合、班員の仕事を熟知している者として、意見を述べることが多い。班長は、経営の第一線監督者としての権限を与
職場レベルの諸問題の処理方式
二
職
場
問
題
と
労
働
組
合
○
一方、労働組合は、事業所または企業ごとに組織されている。ユニオン・ショップとチェックオフ協定に示される
ように、組合員は従業員としての地位と直接関連して構成員になり組合費を分担しており、職場との関係は、政策的
努力がなされない限り必ずしも強くないのが普通である。多くは、班を基礎に中間議決機関のメンバーである職場委
員
が
選
出
さ
れ
、
ま
た
、
代
議
制
を
と
る
大
規
模
な
組
織
で
は
班
の
う
ち
数
人
に
一
人
が
大
会
代
議
員
と
な
る
こ
と
も
あ
る
。
職
場
委
員
は、中央における意思決定に参加し、それを職場の組合員に伝えたり、執行部の提示する案にもとづいて職場討議を
行
な
う
こ
と
を
平
均
的
な
活
動
と
し
て
い
る
。
職
場
委
員
は
、
班
（
ま
た
は
そ
の
結
合
し
た
も
の
）
の
中
か
ら
、
順
番
や
自
薦
に
よ
っ
て選出される。班長などが職場委員になることもあり、他方また、新入社員がなるような例も間々みられる。事業所
ピヘルの支部執行委員などに対して、労働法の建前もあり会社が影響力を及ぼすことが困難な場合でも、中間議決機
関に協力的な者を就任させることはできるかもしれない。会社にその意図がなくとも、そうなる可能性は強い。以上
は、全国金属以外も含めた一般的傾向の叙述である。この状況のもとでは、資本と労働との協力的関係が成立しやす
く、職場問題の処理は、経営側主導のもとに行なわれ、その細部は班に任される。
全国金属の、「職場にとりでを」というスローガンは、以上の諸関係を変革しようとするものである。まず、職場
職場レベルの諸問題の処理方式
一一一一
Ｉ
趣
味
、
採
重
た
も
の
で
あ
る
。
え
ら
れ
、
管
理
組
織
の
一
員
と
し
て
の
自
覚
を
も
っ
て
い
る
と
は
限
ら
ず
、
班
の
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
の
性
格
を
も
つ
こ
と
も
少
な
く
な
い。班員間には、常時接触があることにより親密な関係が生まれ、仕事の場を離れても、接触が保たれ、その信頼関
係
が
仕
事
の
分
担
、
協
力
に
も
間
接
的
に
反
映
す
る
。
も
っ
と
も
、
こ
の
種
の
人
間
関
係
は
、
班
を
超
え
て
同
一
事
業
所
の
他
の
労
働
者
Ｉ趣味、採用時期の共通性などｌにも広がっている．以上は、未組織の経営で一般にみられるところを図式化し
次に、全国金属は、職場委員に管理者との交渉を行なわせようとしている。職場委員がいくつかの班で連合して交
渉
し
た
り
、
支
部
執
行
委
員
の
参
加
を
得
て
交
渉
に
あ
た
る
例
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
が
、
こ
の
方
針
が
定
着
す
る
に
は
な
お
時
間
を要することであろう。職場の単位の小さい事務・管理・営業などは、特に実現が困難であるようにみえる。取り上
げられる主要な事項は、施設・作業環境の改善などを中心とした、集団的性格をもつものである。全国金属で意図し
ているのは、職場委員と管理者の間で団体交渉を行なわせ、一般組合員もこれに参加させることにより、その路線に
沿った活動家を増やしていくことであろう。全国金属の方針が容易に定着しない理由は、いわば自然に経営末端に位
職場レベルの諸問題の処理方式
一一一一一
委員が、班長その他の中間職制層以外から選出され、これらの層が選出される場合も、経営末端の班の代表者として
ではなく、班所属組合員の代弁者であることが必要になろう。ａ支部では、中間職制の職場委員はほとんどいない。
ｃ支部では、会社から職場委員の選出について一時期会社の裏面工作があったが、大きな闘争を経た今日では、やは
り中間職制はほとんど委員になっていない。事務、管理などの職場では、例えばしばしば最も経験の浅い者が職場委
員
と
な
る
傾
向
も
あ
り
、
し
た
が
っ
て
中
間
職
制
が
職
場
委
員
に
な
ら
な
い
か
ら
と
い
っ
て
会
社
か
ら
の
独
立
性
が
強
い
と
は
い
え
な
い。しかし、ｃ支部では採用後間もない者でも忠実に職場委員の役を果している例があるという。職場委員が頻繁に
交替することは、職場委員の地位を弱める可能性がある。しかし、組合民主主義の建前から、選出区（班またはそれ
を統合したもの）に任されるであろう。班は、職場委員を選出しながら日常的には彼を援助しないという場面も少な
くない。しかし、この場合でも班は、彼が組合活動をしやすいように勤務上の配慮をすることが多い。そこで、問題
を含みつつも、班から、経営とは関係の薄い層が選出されることが、全国金属の前記の方針を実現するための前提で
あろう。
置づけられてきた班を、組合に奪われることに対する資本の抵抗と警戒が強いことであろう。全国金属の方針に沿っ
た職場の組織化に成功すれば、企業の経済的負担が増大するのみでなく、経営秩序を維持できないとみなす経営者も
少なくない。確かに、組織の存続が問題となっている場面では、吊し上げ的な職場闘争もあったが、平常の関係のも
とでは、労働と生活の条件が要求の中心である。職場で組合の発言力が強まれば、中間職制も経営側の必要よりは、
労働者の要求や権利を尊重するようになろう。
第二に、イデオロギーの側面について考えよう。全国金属支部では、職場問題は、実質的な団体交渉として処理さ
れる。もちろん、軽微な問題は対立的雰囲気の少ない協議で解決されることが多いと思われるが、これも団体交渉の
予
備
的
段
階
で
あ
る
と
み
な
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
企
業
、
事
業
所
レ
ベ
ル
の
交
渉
関
係
に
お
い
て
、
労
使
問
の
実
力
の
均
衡
の
観
点
に
立
ち、協約はまた実力を背景として守られうると理解しており、これが職場問題の解決にもあてはまる。ここで階級闘
争
の
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
が
基
本
に
あ
る
。
資
本
が
組
織
攻
撃
に
あ
た
り
、
思
想
変
革
を
系
統
的
に
行
な
っ
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
て
、
全
国
金属は、階級闘争的立場に立つ教科書の編集と組合員の学習を大規模に行なって、資本の動きに対抗しようとした。
こ
の
こ
と
は
注
目
に
値
す
る
．
ま
た
、
運
動
方
針
と
具
体
的
活
動
に
お
い
て
こ
の
立
場
で
一
貫
し
よ
う
と
し
Ｉ
建
前
と
本
音
の
一
致
１
．
支
部
の
政
策
と
活
動
を
こ
の
方
向
で
指
導
し
、
現
実
的
に
影
響
力
を
も
つ
に
至
っ
た
．
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
が
実
質
化
し
た
こ
と
は
、
同
じ
金
属
機
械
産
業
を
組
織
し
て
い
る
金
属
同
盟
の
方
針
と
行
動
と
対
比
す
れ
ば
、
明
ら
か
で
あ
る
。
困
難
な
長
期
争
議
を
一
貫
し
て
闘
い、また少数派組合でありながら闘争によって成果をあげてきた支部が少なくないが、これらの闘争は思想的な支え
なしには不可能であったろう。しかし、全国金属の支部も大衆組織であり階級的立場が平常時に組合員全般に浸透し
たとは考えられない。むしろ、全国金属の路線を信奉する活動家の、団体交渉、世話役活動などを通ずる活動に組合
職業レベルの諸問題の処理方式
一一一一一一
職業レベルの諸問題の処理方式
一二四
貝が同調してきた面も少なくないとみられる。分裂した組合が第二組合員を非難せず、第二組合よりすぐれた条件を
獲
得
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
再
統
一
に
成
功
し
た
例
が
あ
る
こ
と
は
示
唆
す
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
。
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
よ
り
は
む
し
ろ
、
労
働
者の権利や実質的利益が組織再建の基礎とみなされているのである。全国金属のこのような強靭な活動は、二でもす
（１）
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
困
難
な
長
期
争
議
や
組
織
攻
撃
へ
の
対
応
の
経
験
か
か
蓄
積
さ
れ
る
過
程
で
形
成
さ
れ
て
き
た
も
の
で
あ
る
。
労
使
関
係
を
非
和
解
的
な
対
立
と
み
な
す
場
合
、
職
場
問
題
の
処
理
に
あ
た
り
労
働
組
合
が
、
経
営
と
ど
の
よ
う
に
関
る
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
か
。
組
合
員
の
労
働
と
労
働
を
め
ぐ
る
生
活
条
件
の
決
定
は
労
働
組
合
の
同
意
を
要
す
る
、
こ
れ
ら
の
条
件
に
不
満
が
あ
れ
ば
交
渉
に
よ
り
改
善
さ
せるというのが基本的態度とみなしうる。それと同時に、組織の弱体化に連なるおそれのある事項
に
つ
い
て
も
是
正
を
求
め
、
労
働
組
合
の
権
利
を
要
求
し
て
い
る
。
前
者
と
の
関
連
で
は
、
配
置
転
換
、
要
員
数
、
工
場
移
転
な
ど
、
資
本が「経営権」として主張するものに関与してきた。後者には、不当労働行為の疑いのある配置転換、職業訓練の思
想的側面、組合活動の自由などが含まれよう。関与の仕方は、労働条件、福利厚生、作業条件等の部分については、
組合が積極的要求をもつのに対して、生産管理、人事などについては、経営に共同責任を負わない立場から、反対、
拒否、批判の姿勢であり、経営機能のどこまで立ち入るかは、具体的状況に依存しているように見受けられる。安全
衛生については、自分たちの生命と健康を守る趣旨からやや異なった対応を示す支部もあった。なお、中小企業の支
部で雇用の維持のために注文をとってきたような例もある。全体として、全国金属の拠点的支部では、他の一般の場
合
に
比
較
し
実
質
的
意
味
で
の
団
体
交
渉
の
対
象
範
囲
が
広
い
と
み
な
し
て
よ
か
ろ
う
。
全国金属は、作業環境改善、残業規制などにみられるように、職場問題を重視し、その解決に相当なエネルギーを
費やしている。その職場問題は多かれ少なかれ集団的性格をもつものが多い。それ故に、その解決は交渉的な性格を
帯びる。個人的苦情が取り上げられないことはないが、しばしばではない。これは、日常の作業に関連した問題が作
業集団の中で調整されるからであろう。残業規制の場合は、組合は基準を協定し、実施を監視し、弊害が生じた場合
にのみ活動することになるようである。個人の賃金をめぐって職場問題があまり発生しないことも注目に値しよう。
各支部は、解雇反対、定年延長などの闘争により、雇用の安定に努め、また、身分制を廃止して現場労働者の地位を
職員層のそれと一致させた。組合の力で長期継続雇用を推進した結果、労働と賃金の直接的対応は必ずしも必要でな
くなった。組合全体としての属人的要素が、仕事の要素より重視され、賃金問題は職場問題としての側面の大半を失
った。考課配分がなお残存している場合もあるが、その際は、「班長」にあたる層が第一次的な役割を果し、支部は
基準の設定、監視にたっている二九七五年五月）。
グー、
注
、‐＝
１
全
国
金
属
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困
難
な
状
況
に
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支
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い
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、
このような闘争方式を発展させるには、長い経過がある。とりわけ、東
京
地方争議団共闘会談（昭和三七年結成）の争議団が、相互に経験を交流し協力を始めたことは重要な事件であった。この時
期から少数派とはいえ強靭な闘争が次々に行なわれ、全国金属ではこれを産業別統一闘争として支持し、また、地域共闘が
強められ、その動員範凹が拡大した（西村なおき氏の指摘による。同氏「今日の争議における闘争力量の蓄積と戦術の発
展」（『賃金と社会保障』六六二号）、『現代労働組合事典』一九一’一九八ページ、ほか）。職場問題との関連では、活動家
の職場における活動が、産業・地域のより広範囲の活動と対応している点が重要であろう。
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